
第二部　教務関係用語の解説





凡　　　　　　例

１．用語の配列は，以下のとおりとする。

　（1）配列は，50 音順とした。

　ただし，英語表記又はまだ日本語化していないと思われる用語は，アルファベット順として

50 音順の後に付けた。

　（2）濁音・半濁音は，その清音の次に置いた。

　（3）拗音及び促音は，順序の上ではそれは一固有音と同じに扱った。

　（4）撥音「ん」は，50 音順の最後のものとした。

　（5）延音「ー」は，順序の上では無視した。

２．同義の用語については，⇨印をつけて解説を加えた用語を示した。

３．参照法令や条文のあるものは，各解説の末尾に★印をつけて法令等を示した。

４．数字は，特に必要な場合を除き，算用数字とした。
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ア

アイ・ビー資格　⇨　国際バカロレア制度

アクレディテーション　（Accreditation）一般

的には，基礎認定と解されている。このアク

レディテーションという言葉は，アメリカの

ボランタリー（任意）な大学団体が，その団

体自身が作成した基準に則して個々の大学の

教育の質を保証・認定することをいい，アメ

リカ固有の制度的条件下で発達してきた評価

システムである。

　この認定基準は，①教育機関別基準認定

（Institutional Accreditation）と，②専門分

野別基準認定（Specialized Accreditation）

のタイプがある。教育機関別認定では，教育

課程，教員組織，管理運営体制，財政状況な

ど，大学のもっている様々な側面を全体とし

て評価することに重点が置かれている。一方，

専門分野別基準認定は，医学，工学，法学，

経営学などの実務系の専門分野で発達した認

定システムで，個々の教育課程を評価するこ

とに主眼が置かれている。

アドミッション・オフィス（Admission Office

＝ AO）型入試　アドミッション・オフィス

型入試とは，大学側が志願者と早い時期から

何度も面談を重ね，学力試験では測ることの

できない個性を評価すると同時に，アドミッ

ション・ポリシーについて十分な説明を行い，

相互に理解した上で入学してもらう制度であ

る。略して AO 型入試，AO 入試ともいわれ

る。なお，AO とは直訳すると入学担当事務

局となる。

イ

委託生　各短期大学の学則において認められ

た，学校その他の機関や団体等から派遣され

て，特定の授業科目の聴講や研究課題につい

ての研究を行うことを委託された者のことで

あり，正規の学生ではない。したがって，正

規の学生の授業に支障をきたさない範囲で聴

講が許されるものである。

一般教育科目　授業科目の区分の 1 つ。平成

3 年 6 月に短期大学設置基準が改正され，授

業科目区分を設けなくてもよくなったが，改

正前はこの科目区分の開設が義務付けられて

いた。改正された設置基準では，教育上の目

的の 1 つとして，幅広く深い教養及び総合

的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養する

ように教育課程を編成することとされてお

り，この一般教育科目の精神は生きている。

　★短期大学設置基準　第 5 条

一般選抜　調査書の内容，学力検査、小論文・

面接その他の能力・適正等に関する検査の成

績，その他大学が適当と認める資料により，

入学志願者の能力・適正等を合理的に総合し

て判断する方法。

一般入試　大学入学者選抜実施要項に，調査書

アイ イツ
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の内容，学力検査・面接・小論文その他の能

力・適性等に関する検査の成績，その他大学

が適当と認める資料により，入学志願者の能

力・適性等を合理的に総合して判定すると記

載されている選抜方法であり，試験の期日は

2 月 1 日から 4 月 15 日までとされ，合格発

表は 4 月 20 日までとなっている。

　一般入試として行われる学力検査は，「高

等学校学習指導要領」に準拠し，高等学校の

正常な発展の障害とならないよう十分留意し

て実施しなければならない。

　この他に，専門高校・総合学科卒業生選抜，

AO 型入試，推薦入学，帰国子女特別選抜，

社会人特別選抜の選抜方法がある。

インターンシップ　在学中に一定期間企業等に

おいて，自分の専攻や希望する職業に関連す

る就業体験を積み，学習したことを実社会で

直接経験，実践することにより学習効果を高

める教育プログラムをいう。アメリカでは約

100 年の歴史があり，大学新卒者のうち 7

割以上が経験している。なお，厳密には大学

が主体となってカリキュラムの一部として実

施する研修をコーオプ，大学の単位とは関係

なく企業が主体的に実施する研修をインター

ンシップと呼び分けているが，一般には両者

を総称してインターンシップとしている。

エ

英文証明書　学生の在籍・卒業・成績等に関す

る英文による証明書全般をいう。証明印に代

えて学長（証明する事項等を管理している責

任者）がサインをするのが一般的である。な

お，授業科目名はその授業内容を的確に表現

する必要がある。

栄養教諭　平成 15 年 9 月の中央教育審議会「食

に関する指導体制の整備について（中間報

告）」において，学校における食に関する指

導を充実する観点から，栄養教諭制度を創設

することが提言された。

　栄養教諭は，教育に関する資質と栄養に関

する専門性をあわせ持つ職員として，学校給

食を生きた教材として活用した効果的な指導

を行うことが期待される。

　その職務内容としては，食に関する指導と

学校給食の管理を一体的に担うとしている。

そのために，学校栄養職員と同等以上の栄養

に関する専門的知識・能力に加え，児童生徒

の心理や発達段階に配慮した指導ができるよ

う，教育の専門家としての資質が求められる。

　偏食傾向や朝食欠食の増大など，子どもの

食生活の乱れが深刻化するなかで，学校にお

いても，望ましい食習慣の形成のため，栄養

教諭が食に関する指導に当たることができる

ようにするもの。

栄養士　栄養士法に基づき，付与される厚生労

働省管轄の免許資格。都道府県知事の免許を

受けて，栄養士の名称を用いて栄養の指導に

従事することを業とする者をいう。

　★栄養士法　第１条

イン エイ
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エ ー・ エ ル・ オ ー　（ALO：Accreditation 

Liaison Officer）アメリカでは，「認定評価

作業連絡調整担当者」という意味で，高等教

育機関の認定作業を行う上で，高等教育機関

認定委員会と認定を受けようとする大学・短

期大学側との間に立ち，認定に関わる全ての

作業を統括・調整する人を指す。

　わが国では，学校教育法改正により，大学・

短期大学等の第三者評価の制度を定めたが，

これはアメリカにおける認定評価制度に並

ぶものであることから，短期大学基準協会の

認定の国際通用性に鑑み，短期大学基準協会

は，ALO という制度を導入し，ALO を「第

三者評価連絡調整責任者」と呼ぶこととし

た。

　短期大学基準協会で第三者評価を受けよう

とする短期大学は，理事長又は学長によって

任命された ALO（教員 1 名）を短期大学基

準協会に登録する。ALO は，短期大学基準

協会と所属短期大学との連絡窓口となり，第

三者評価作業が円滑に行われるための連絡調

整をする責務を果たす。また，学内において

自己点検・評価と第三者評価の意義を普及す

る役割を担う。

遠隔授業　多様なメディアを高度に活用した授

業の方法をいう。単位の認定に当たっては，

次の要件をすべて満たしていることが必要で

ある。

①　授業を遠隔地の教室，研究室又はこれら

に準ずる場所において同時に行うものであ

ること。

②　多様な通信メディアを利用して，多様な

情報を一体的かつ双方向に扱うことができ

る状態で行われるものであること。

③　短期大学において直接の対面授業に相当

する教育効果を有すると認めたものである

こと。

　また，実施の際には，次の点に配慮するこ

とが望ましいとされている。

ア　授業中，教員と学生が，互いに映像・音

声等によるやりとりを行うこと。

イ　学生の教員に対する質問の機会を確保す

ること。

ウ　画面では黒板の文字が見づらい等の状況

が予想される場合には，あらかじめ学生に

プリント教材等を準備するなどの工夫をす

ること。

エ　「遠隔授業」の受信側の教室等に必要に

応じ，システムの管理・運営を行う補助員

を配置すること。必ずしも，受信側の教室

に教員を配置する必要はないが，必要に応

じて TA（ティーチング・アシスタント）

を配置することも有効である。

オ　メディアを活用することにより，一度に

多くの学生を対象に授業を行うことが可能

となるが，受講者が過度に多くならないよ

うにすること。

　なお，卒業の要件として修得すべき単位数

のうち「遠隔授業」により修得できる単位数

は、修業年限が 2 年の短期大学にあっては

62 単位のうち 30 単位，修業年限が 3 年の

短期大学にあっては 93 単位のうち 46 単位

を超えないこととしている。

エー エン
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　★短期大学設置基準　第 11 条，第 18 条

演習　短期大学設置基準に規定されている授業

方法の形態の 1 つ。授業方法の明確な基準

はないが，一般的に演習とは，教員の講義と

共に，学生も討議・研究発表等を行いつつ指

導を受ける授業形態である。演習科目 1 単

位の学校における授業時間は，講義科目と同

様 15 時間から 30 時間までの範囲で，各短

期大学が定める時間とされている。

　★短期大学設置基準　第 7 条第 2 項，第 11 条

オ

オフィスアワー　授業科目等に関する学生の質

問・相談に応じるための時間として，教員が

あらかじめ示す特定の時間帯（何曜日の何時

から何時までなど）のことであり，その時間

帯であれば，学生は基本的に予約なしで研究

室を訪問することができる。アメリカの大学

において普及している制度であるが，近年，

日本の大学においてもオフィスアワーを設定

し，シラバス等に明記する例が見られる。

オリエンテーション　（Orientation）指導・手

引き・動機づけという意味で新入生を学校の

新しい環境に適応させるために行う様々な催

し全般をいったり，授業や就職活動をはじめ

る前にこの名称を付けて指導期間を設定する

例がみられる。

カ

外国人教員　日本の国籍を有しない教師をいう

が，大学では一般的に「出入国管理及び難民

認定法」の査証区分「就業」の在留資格「教

授」に該当する人をいう。

　外国人教師を招聘する場合，当該外国人は

査証（ビザ）の発給を自国の在外日本公館か

ら受けなければならない。査証の発給申請は

本人が行うが，この時に「在留資格認定証明

書」を提出すると速やかに査証の発給や上陸

許可が行われるので，大学はこの証明書の発

給を受け，本人に郵送する方法が考えられる。

在留資格「教授」の場合の在留期間は 3 年

又は 1 年となっている。

★出入国管理及び難民認定法　第 2 条の 2，第 6

条，第 7 条の 2，別表第 1 の 1 の表

★出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法

律等の施行に伴う留学生，就学生及び外国人教

師等の受入れについて（平 2.  6.  29 文学留第

168 号通知）

外国人登録証明書　長期に亘り日本に在留する

外国人の居住関係及び身分関係を明確にする

ため，その外国人が居住する市町村の長が外

国人登録原票に基づき発行する証明書。

　外国人の住民登録申請は，原則として日本

上陸後 90 日以内に居住する市町村（東京特

別区及び政令指定都市は区）の長に対して行

い，さらに登録を受けた日の後，5 回目の誕

生日から 30 日以内に登録確認の申請をしな

エン カイ
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ければならないことになっている。

　外国人は外国人登録証明書を受領し，いつ

でも提示できるよう常に携帯し，登録事項に

変更があった時は届け出なければならない。

登録項目には在留資格や在留期間という項も

あるので，就学生の資格で在留している者が

留学生の在留資格に変更した時は，届け出が

必要である。

　なお，この証明書は，出国時に入国審査官

に返納することになっている。

　★外国人登録法　第 3 条，第 11 条～第 13 条

外国人留学生　出入国管理及び難民認定法の

在留資格の「留学」に該当する外国人学生

をいい，在留期限のない永住者は外国籍で

あっても留学生とはいわず，「留学生以外の

外国人」として区別しているのが一般的で

ある。

　大学や専修学校の専門課程，高等専門学校

あるいは外国で 12 年の学校教育を修了して

日本の大学に入学するための教育機関で教育

を受ける外国人を「留学生」というのに対し，

高校や専修学校の高等課程（又は一般課程）

あるいは各種学校などで教育を受ける外国人

を「就学生」という。

　外国人留学生には日本の国費により学習，

研究を行う国費外国人留学生と派遣国政府

が費用を負担する政府派遣外国人留学生及

び私費外国人留学生とがあるが，短期大学の

学生を対象とした国費外国人留学生制度は

ない。

★出入国管理及び難民認定法　第 2 条の 2，第 6

条，第 7 条の 2，別表第 1 の 4 の表

★出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法

律等の施行に伴う留学生，就学生及び外国人教

師等の受入れについて（平 2.  6.  29 文学留第

168 号通知）

★国費外国人留学生制度実施要項（昭 29.  3.  31

文部大臣裁定）

外国人留学生の在留期間　在留資格「留学」の

在留期間は 2 年又は 1 年となっているので，

学業を継続するためには在留期間の更新が必

要である。更新は地方入国管理局に学業を継

続していることを示す書類と共に「在留期間

更新許可申請書」を提出し，許可を受けなけ

ればならない。

外国人留学生の資格外活動　出入国管理及び難

民認定法に定める在留資格の「留学」に該当

する活動以外の活動をいう。

　在留資格「留学」に該当するものとしては

大学等の高等教育機関で教育を受けようと

する外国人で，生活費用の支弁能力等につい

て一定の要件を満たすもの。一定の授業時間

数を満たす聴講生及び研究生として教育を

受けようとする者並びに日本語能力等の要

件を満たして専修学校の専門課程において

教育を受けようとする者も含まれる，となっ

ている。

　したがって，留学生は就労が認められない

ので，アルバイトを希望する時は事前に資格

外活動の許可を受ける必要がある。

　なお，在留期間の更新の申請等の際に，併

カイ カイ
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せて資格外活動の申請をすれば，一律かつ包

括的に，一定範囲の資格外活動が許可される

ことになっている。一定範囲内とは，正規の

学生であれば，1 日 4 時間以内のアルバイト

で，風俗営業又は風俗関連営業が営まれてい

る営業所以外の場所において行われるものを

いう。

　★出入国管理及び難民認定法　第 2 条の 2

★出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法

律等の施行に伴う留学生，就学生及び外国人教

師等の受入れについて（平 2.  6.  29 文学留第

168 号通知）

外国人留学生の受験　外国人留学生が受験のた

めに入国するときは，出入国管理及び難民認

定法に定める「短期滞在」の在留資格で上陸

し，受験することになる。

　★出入国管理及び難民認定法　第 2 条の 2，第 6 条

外国人留学生の入学　本人が外国にいる場合は

日本に入国することから始めなければならな

い。

　外国人留学生として上陸するには本人が

自国の在外日本公館に留学のために渡航す

る査証（ビザ）の発給を申請するが，入国審

査に相当時間がかかるため，一般には在日の

身元保証人が大学所在地の地方入国管理局

に在留資格認定証明書の交付を申請する。保

証人がこの証明書を留学生に送付し，本人が

この証明書と旅券を在外日本公館に提示す

れば比較的短期間で査証の発給が受けられ

る。

　なお，在留資格認定証明書の交付申請には

入学許可書の写しが必要となる。

　本人が「留学」以外の在留資格で滞日中の

場合は，在留資格の変更が必要である。在留

資格の変更は，地方入国管理局へ変更理由を

証する書類を添えて在留資格変更許可申請書

を提出することになる。

★出入国管理及び難民認定法　第 2 条の 2，第 6

条，第 7 条の 2，別表第 1 の 4 の表

外国人留学生の入学資格　入学資格は，「外国

において，学校教育における 12 年の課程を

修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定したもの」となっている。ここで文

部科学大臣の指定したものとは，

①　日本の大学入学資格検定に相当する外国

の検定に合格した者。

②　高校に対応する学校の課程修了までに

12 年を要しない国で高校に相当する学校

を卒業した者が文部科学大臣が指定した教

育施設で日本の大学に入学するための準備

教育課程を修了した者。

③　中国帰国者定着促進センター及び中国帰

国者自立研修センターにおける研修を修了

した者。

④　中国帰国者自立研修センターにおける日

本の大学に入学するに必要な教科に係る教

育をもって編成される課程を修了した者。

　で，いずれも 18 歳に達した者をいう。

　なお，入学資格はそれぞれの証明書で確認

することとなるが，出入国管理及び難民認定

法の規定により難民の認定を受けた者や定住
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許可を受けた難民については卒業証明書等を

取り寄せることが不可能であったり，著しく

困難な場合は，反対の証拠がない限り本人の

申請をもって当該証明書に代えることができ

る。

　①に係る検定として大韓民国の高等学校卒

業学力考試が例示されている。

　②の教育施設は次の 19 校である。

・東京外国語大学留学生日本語教育センター

・大阪外国語大学留学生日本語教育センター

・京都コンピュータ学院鴨川校京都日本語

研修センター

・日本学生支援機構東京日本語教育センター

・日本学生支援機構大阪日本語教育センター

・学校法人三井学園武蔵浦和日本語学院

・財団法人言語文化研究所附属東京日本語

学校

・淑徳日本語学校

・新宿日本語学校

・ジェット日本語学校

・拓殖大学日本語学校

・東京国際大学付属日本語学校

・山野日本語学校

・国際ことば学院

・静岡日本語教育センター

・英数学館岡山校日本語科

・九州英数学舘国際言語学院

・帝京マレイシア日本語学院

・財団法人アジア学生文化協会

　★学校教育法施行規則　第 69 条第 1 項第一号

★外国において学校教育における12 年の課程を修

了した者に準ずる者を定める件（昭 56.  10.  3

文部省告示第 153 号）

★外国において学校教育における 12 年の課程を

修了した者に準ずる者の指定並びに大学院及び

大学の専攻科の入学に関し大学を卒業した者と

同等以上の学力があると認められる者の指定の

一部の改正等について（昭 56.  10.  3 文大大第

213 号文部省大学局長通知）

★難民認定の大学及び大学院入学資格の確認につ

いて（昭 57.  2.  12 学大第 34 号文部省大学局

長通知）

外国人留学生の入学辞退　入学許可書を発行後

に外国人留学生が入学辞退した場合は，入学

許可書が不正に使用される恐れがあるため，

大学が所在する地域を管轄する入国管理局に

その旨届け出をすることが望ましい。

外国人留学生の入国基準　外国人留学生として

日本に上陸し，在留するには，大学等の高等

教育機関で教育を受けようとする外国人で，

生活費用の支弁能力等についての一定の要件

を満たすもの（一定の授業時間数を満たす聴

講生及び研究生として教育を受けようとする

者並びに日本語能力等の要件を満たして専修

学校の専門課程において教育を受けようとす

る者も含まれる。）という基準がある。

　この基準にはさらに 6 つの審査基準が次

のように設けられている。

①　申請人が本邦の大学若しくはこれに準ず

る機関，専修学校の専門課程，外国におい

て 12 年の学校教育を修了した者に対して

本邦の大学に入学するための教育を行う機
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関又は高等専門学校に入学して教育を受け

ること。（専ら夜間通学して又は通信によ

り教育を受ける場合を除く。）

②　申請人がその本邦に在留する期間中の生

活に要する費用（以下「生活費用」という。）

を支弁する十分な資産，奨学金その他の手

段を有すること。ただし，申請人以外の者

が申請人の生活費用を支弁する場合は，こ

の限りでない。

③　申請人が専ら聴講による教育を受ける

研究生又は聴講生として教育を受ける場合

は，当該教育を受ける教育機関が行う入学

選考に基づいて入学の許可を受け，かつ，

当該教育機関において 1 週間につき 10 時

間以上聴講すること。

④　（専修学校にかかわる内容のため省略）

⑤　（専修学校にかかわる内容のため省略）

⑥　申請人が外国において 12 年の学校教育

を修了した者に対して本邦の大学に入学

するための教育を行う機関において教育

を受けようとする場合は，当該機関が，法

務大臣が告示をもって定めるものである

こと。

　短期大学に入学する場合は，この①と②の

基準を満たすことが必要である。③の項にあ

るように聴講生としても入国が認められるこ

とになっているが，短期大学の場合はその履

修科目と申請人が得ようとする専門知識とが

余程合致しない限り，許可は難しいと思われ

る。

★出入国管理及び難民認定法　第 7 条第 1 項第二

号，別表第 1 の 4 の表

★出入国管理及び難民認定法　第 7 条第 1 項第二

号の基準を定める省令

外国における学校教育 12 年の課程　日本の小

学校入学から高等学校卒業までの 12 年に相

当する外国における学校教育をいう。外国の

教育制度は国により様々なので，入学資格確

認に際しては関係機関に問い合わせること

が望ましい。

　　各国の初等，中等教育制度は次のとおり。

　ア メ リ カ：州によって異なる。

　　6 － 3 － 3 制が多い。

　　他に 4 － 4 － 4 制，5 － 3 － 4 制，

　　8 － 4 制，6 ー 6 制もある。

　イギリス（イングランド，ウェールズ）：

　　私立学校の場合は 6 － 6 制

　　公立学校の場合は 6 － 7 制が中心

　イ 　 ン 　 ド：5 － 3 － 2 － 2 制

　インドネシア：6 － 3 － 3 制

　韓　　　　国：6 － 3 － 3 制

　シンガポール：6 － 4 － 2 制

　タ　　　　イ：6 － 3 － 3 制

　台　　　　湾：6 － 3 － 3 制（高級中学，

　　　　　　　　高級職業学校）

6 － 3 － 5 制（専科学校 3 年修了），ただし，

中華学校は 6 － 3 － 3 制（高級中学）

　中　　　　国：5 － 3 － 2 制（高級中学）

から 6 － 3 － 3 制（高級中学）に移行中。

ただし，文化大革命前は 6 － 3 － 3 制

　フ ィ リ ピ ン：6 － 4 制

　香　　　　港：6 － 5 制

　マ レ ー シ ア：6 － 3 － 2 － 2 制
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　★学校教育法施行規則　第 69 条第一号

★外国において学校教育における12 年の課程を修

了した者に準ずる者を定める件（昭 56.  10.  3

文部省告示第 153 号）

　〔参考文献〕

　　・『留学生担当者の手引』（JAFSA）凡人社

・『新しい世界の学校教育』（海外教育事情研究

会）第一法規

介護福祉士　社会福祉士及び介護福祉士法に基

づき付与される厚生労働省管轄の資格。

　介護福祉士の名称を用いて，専門的知識及

び技術をもって，身体上又は精神上の障害が

あることにより日常生活を営むのに支障があ

る者につき入浴，排せつ，食事その他の介護

を行い，並びにその者及びその介護者に対し

て介護に関する指導を行うことを業とする者

をいう。

　★社会福祉士及び介護福祉士法　第 2 条第 2 項

★社会福祉士介護福祉士学校職業訓練校等養成施

設指定規則

改組転換　短期大学を既に設置している者が，

その短期大学若しくは学科，専攻課程を廃止

し，その教員組織，施設・設備等を基に，そ

の収容定員の範囲内において，他の短期大学

若しくは学科，専攻，又は同種の大学の学部，

学科等を新設することを改組転換という。従

来，改組転換については，大学設置に係る原

則抑制方針の例外として認められていたが，

平成 14 年 11 月の学校教育法の改正を機に，

原則抑制の方針自体が撤廃されたため，提出

書類等の若干の弾力的な措置が図られている

以外は，事実上，その意義は失われた。

ガイダンス　（Guidance）案内，指導という意

から日本では，ある目的を達成するために行

われる教育指導をいう。履修指導，生活指導，

就職指導等に使われることが多い。

カウンセリング　（Counseling）助言，指導の

意から日本では，個人が持つ問題や悩み事を

解決するため相談に応じ，専門的な方法によ

り指導，助言をすることをいう。

科学技術基本計画　平成 7 年 11 月 15 日に施

行された「科学技術基本法」の規定に基づき，

国全体の科学技術振興に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を計るための根幹となる計

画。5 年に一度策定されている。

　現在は第 3 期科学技術基本計画（平成 18

年度～ 22 年度）が始まっており，改革内容

は　①人材の育成，確保，活躍の促進　②科

学の発展と絶えざるイノベーションの創出　

③科学技術振興のための基盤の強化　④国際

活動の戦略的推進，が大項目として挙げられ

ている。

科学研究費補助金　科学研究費補助金は，人

文・社会科学から自然科学まですべての分野

にわたり，基礎から応用までのあらゆる「学

術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）

を格段に発展させることを目的とする「競争

的資金」である。
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学位　研究業績が学術文化上の価値を認められ

たときに与えられる称号で，短期大学士，学

士，修士，博士の 4 種類があり，原則とし

て短期大学士の学位は短期大学を卒業した者

に，学士の学位は大学を卒業した者に，修士

の学位は大学院の修士課程を修了した者に，

博士の学位は大学院の博士課程を修了した者

にそれぞれの課程を置く大学が授与すること

になっている。この他に，大学評価・学位授

与機構もそれぞれの学位授与を行うことがで

きる。

　★学校教育法　第 104 条

　★学位規則

学芸員　学芸員は，博物館資料の収集，保管，

展示及び調査研究その他これと関連する事業

について専門的事項を扱う専門職で，博物館

法により資格認定が行われる。学芸員になれ

る資格者は，学士の学位を有する者や短期大

学又は大学に 2 年以上在学し，博物館に関

する科目の単位を含めて 62 単位以上修得し

た者で，3 年以上学芸員補の職にあったもの

等がある。

　★博物館法　第 4 条 4 項，第 5 条

　★博物館法施行規則

学士　学位規則に基づき大学（短期大学は除

く）卒業者等に与えられる学位で，平成 3

年 7 月 1 日からそれまで称号であったもの

が学位に位置付けられた。

　学士の学位授与に当たっては，専攻分野の

名称を付記することになっているが，専攻分

野の名称の規定は，「学士」が称号から学位

になった時点で廃止された。

　★学位規則

★学位規則第 6 条第 1 項の規定に基づく学士の学

位の授与に関する規程第 8 条（平 4.  1.  14 規

程第 5 号）

各種学校　幼稚園，小学校，中学校，高等学校，

中等教育学校，特別支援学校，大学及び高等

専門学校，他の法律に特別の規定があるもの

以外のもので，学校教育に類する教育を行う

ものをいう。

　各種学校以外のものは，各種学校の名称を

用いることはできない。

　★学校教育法　第 134 条，第 134 条第２項

学生定員　学生定員とは，短期大学設置基準に

従い，教育組織，校地，校舎その他の教育上

の諸条件を総合的に考慮して，監督庁が認め

た短期大学の受け入れることのできる全学生

数をいい，収容定員ともいう。

　学生定員は，学科ごとに，また，学科に専

攻を置くときは，専攻課程を単位として学科

ごとに学則に定めることになっている。さら

に昼夜開講制を実施する時は，これに係る学

生定員を明示することになっている。

　★短期大学設置基準　第 4 条

学生便覧　学生が学園生活をする上で必要な事

項を簡明にまとめた冊子。内容，名称共に様々

な冊子が大学で作られている。
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学籍　その学校の児童，生徒あるいは学生で

あることを示すために当該学校に氏名等を登

録・記載し，名を連ねること。学籍は入学に

よって生じ，身分等各種証明の原本となる。

なお，これらを記載した書類や在学資格をい

うこともある。

学籍異動　学籍を設定した後に生ずる学籍簿記

載事項の追加，変更をいうが，一般的には休

学，復学，退学（除籍を含む），死亡，卒業

をいう。

学籍記載事項　学長は在学する学生の指導要録

（学籍及び学習並びに健康の状況を記載した

書類）を作成し，保存することになっている。

様式は規定されていないが，一般には次のよ

うな事項を記載している。

　①　氏名，生年月日，性別

　②　学科，専攻，学籍番号

③　入学，休学，復学，退学，転科，卒業等

の年月日

　④　取得資格

　⑤　本籍地（都道府県），現住所

⑥　入学資格事項（出身高等学校名，高校卒

業期日又は大学入学資格取得日等）

　なお，これらの記録も短期大学ごとに一元

化されているわけではなく，事務組織の状況

によって成績関係と健康状況，成績以外の個

人記録関係等々，分散記録している学校も多

い。

　★学校教育施行規則　第 12 条の 3，第 15 条第 2 項

学籍簿　学籍を記載した書類を綴ったもの。入

学，卒業等の学籍に関する記録の保存期間は

20 年間，その他の記録は 5 年間保存しなけ

ればならないことになっている。

　★学校教育法施行規則　第 15 条第 2 項

学則　学校の組織や教育課程，管理についての

事項を定めた規則で，少なくとも次の 9 項

目について規定しなければならないことに

なっている。

①　修業年限，学年，学期及び授業を行わな

い日

　②　学科及び課程の組織に関する事項

　③　教育課程及び授業日時数に関する事項

④　学習の評価及び課程修了の認定に関する

事項

　⑤　収容定員及び職員組織に関する事項

⑥　入学，退学，転学，休学及び卒業に関す

る事項

⑦　授業料，入学料その他の費用徴収に関す

る事項

　⑧　賞罰に関する事項

　⑨　寄宿舎に関する事項

　★学校教育法施行規則　第 4 条

学則の変更　学則記載事項を変更する場合は，

変更内容により認可の申請又は届出を文部

科学大臣に対してしなければならない。学

則変更のうち認可申請に該当する変更事項

及び認可申請期限は，直近の文部科学省か

らの通知を確認することが望ましい。

　また，厚生労働省など他省庁管轄は当該関
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係法規に従うこと。

　★学校教育法　第 4 条

　★学校教育法施行令　第 23 条

★学校教育法施行規則　第 2 条，第 4 条の 2 第 2

項，第 7 条の 3，第 7 条の 4，第 7 条の 9

★大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続

等に関する規則（平 18．3．31 文部科学省令

第 12 号）

★私立大学等の学長決定及び公私立大学等の学

則変更等の届出等について（平成 19．4．19，

19 文科高第 69 号）

学長　学長について定めた法令上の規定として

は，学校教育法第 92 条第 3 項に「学長は，

校務をつかさどり，所属職員を統督する。」

とある。また，短期大学設置基準第 22 条の

2 に「学長となることのできる者は，人格が

高潔で，学識が優れ，かつ，大学運営に関し

識見を有する者と認められる者とする」とあ

る。学長の資格については，従来「大学設置

審査基準要項細則」に示されていたが，同細

則が廃止されたのに伴い，上記のように短期

大学設置基準中に規定されることになった。

従来の細則には「学長は大学における教育，

研究の経験者であることが望ましい」との文

言があるように，学長は大学人が望まれてい

たが，短期大学設置基準の条文は，大学人の

みならず企業人が学長となることを念頭に置

いたものといえる。

　★学校教育法　第 92 条第 3 項

　★短期大学設置基準　第 22 条の 2

学年　学年は，学校における 1 年間の修学期

間をいい，4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31

日に終る，と規定され，学則記載事項として

位置付けられている。

　また，修学期間を単位として，第 1 学年，

第 2 学年のように年次進行を表す用語とし

ても使われる。

　★学校教育法施行規則　第 4 条，第 44 条，第 72 条

学年制　学年毎に修学水準を決め，到達した者

を進級させたり，在学期間や年齢を基準とし

て進級させる修学制度で，当該学年でこれら

の基準を満たさない場合は，当該学年に留め

置き，上級学年への進級を認めない制度をい

う。学年制に対して単位制がある。

学費　一般には入学金を含めて授業料など修学

のために学校に納入する費用をいう。修学に

必要な授業料，入学料その他の費用徴収に関

する事項は，学則に記載することになってい

る。

　★学校教育法　第 6 条

　★学校教育法施行規則　第 4 条

学部　学部は 4 年制大学の基本組織であり，

学部を置くことが常例とされている。これに

対して，短期大学には置かないものとされて

いる。

　学部は，専攻により教育研究の必要に応じ

組織されるものであって，教育研究上適当な

規模内容を有し，学科目又は講座の種類及び

数，教員数その他が学部として適当な組織を
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もつものと定義されている。

　学部の種類については規定上の例示があっ

たが，学部教育の多様な展開を図るため，平

成 3 年 6 月の大学設置基準の改正でこの例

示は，廃止された。

　★学校教育法　第 85 条

　★大学設置基準　第 3 条

学科　学科は，短期大学では基本組織として，

4 年制大学では学部の下に置かれる組織とし

て位置付けられている。

　短期大学の学科は，教育研究上の必要に応

じ組織されるものであって，教員組織，施設，

設備その他が学科として適当な規模をもつも

のと定義されている。これに対し，4 年制大

学の学科は，それぞれの専攻分野を教育研究

するのに必要な組織を備えたものと定義して

いる。

　★学校教育法　第 108 条

　★短期大学設置基準　第 3 条

　★大学設置基準　第 4 条

学期　授業は，10 週又は 15 週にわたる期間

を単位として行うことになっており，これを

基準に 1 年間を 2 つ又は 3 つに区分し，前期・

後期，又は 1 学期，2 学期，3 学期としてい

るのが一般的である。授業期間もこの学期の

区分に従い，設定している。

　なお，学年の途中においても，学期の区分

に従い，学生を入学させ及び卒業させること

ができることになっている。

　★学校教育法施行規則　第 72 条

　★短期大学設置基準　第 9 条

学校外学習　高校の課程で，学校外での体験

活動を単位として幅広く認めようとするもの

で，高校卒業までの間に大学や専門学校など

の授業，社会教育施設での活動，ボランティ

ア，就業体験などを高校の単位として認定す

る制度。2005 年度から 36 単位まで認定可

能になった。

学校法人　学校法人とは，私立学校の設立を目

的として，私立学校法により設立される法人

をいう。

　★私立学校法　第 3 条

　★学校教育法　第 2 条

課程　専門毎にまとまった教育内容のかたまり

（コース）をいい，教職課程や教育課程とい

うような使われ方をする。大学は学科の代わ

りに課程を置くことができるのに対し，短期

大学の学科には専攻課程を置くことができる

ことになっている。

　★大学設置基準　第 5 条

　★短期大学設置基準　第 3 条第 2 項

株式会社立大学　学校教育法第 2 条において，

学校の設置主体としては，国，地方公共団体

及び学校法人に限定されているが，構造改革

特別区域においては，地方公共団体が，教育

上又は研究上「特別な二一ズ」があると認め

る場合には，株式会社に学校の設置を認める

こととなった。
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　その際，学校の公共性，継続性・安定性を

確保するため，必要な要件を株式会社に課す

とともに，情報公開，評価の実施，セーフティ

ネットの構築など必要なシステムを整備する

こととされている。

科目等履修生　当該短期大学の学生以外の者で

1 つ又は複数の授業科目を履修する者のこと

をいう。

　平成 3 年 6 月の短期大学設置基準の改正

で新たに設けられた用語で，従来は，この定

義に該当するものとして，聴講生があった。

　聴講生は，教育職員免許状取得に係る聴講

生課程の認定を受けている大学においてのみ

単位の修得ができ，その修得単位は，公的に

は教育職員免許状の授与申請にしか利用でき

なかった。

　しかし，社会人等に対してパートタイムに

よる学習の機会を拡充し，その学習の成果に

適切な評価を与えるため科目等履修生という

身分を設け，単位認定の道を開いたものであ

る。

　聴講生の名称のままでも短期大学が定める

ところにより，単位を与えることができると

の文部科学省見解があるが，短期大学設置基

準に科目等履修生と規定したことから，この

名称を使用するように文部科学省は指導して

いる。

　この規定の制定により従来の「教育職員免

許状取得に係る聴講生課程」は自動的に消滅

することになった。

　科目等履修生として修得した単位は，短期

大学入学後，短期大学が有益と認めたときは

既修得単位として 30 単位（3 年制の短期大

学の場合は 46 単位）を超えない範囲で当該

短期大学で修得したものとして認定できるよ

うになった。

　★短期大学設置基準　第 16 条，第 17 条

科目登録制　平成 3 年 2 月 8 日付けで大学審

議会は，「短期大学教育の改善について」と

題して，文部科学大臣に答申した中で学習機

会の多様化に対応する履修制度として，科目

登録制という用語が使われ，特定の授業科目

の単位修得を目的とする学生を受け入れる制

度と定義し，同時に，コース登録制という概

念も打ち出した。この 2 つの制度を合わせて，

平成 3 年 6 月の短期大学設置基準改正で新

たに科目等履修生の制度が制定された。

　★短期大学設置基準　第 17 条

カリキュラム　⇨　教育課程

監督庁　事業を行う団体に対して，その事業に

ついて監督権をもつ行政官庁をいう。

　私立短期大学の監督庁は，文部科学省と

なっている。

　★学校教育法　第 3 条，第 4 条

管理栄養士　栄養士法に基づき，厚生労働省

の管理栄養士の免許を受け，次のような業務

に従事する者をいう。（平成 14 年 4 月 1 日

の栄養士法の改正で登録制から免許制になっ

た。）
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1）傷病者に対する療養のための必要な栄養

の指導，個人の身体の状況，栄養状態等

に応じた高度な専門知識および技術を要

する健康の保持増進のための栄養の指

導。

2）特定多数人に対して継続的に食事を供給

する施設における利用者の身体の状況，

栄養状態，利用の状況等に応じた特別の

配慮を必要とする給食管理

3）これらの施設に対する栄養改善上必要な

指導等。

　管理栄養士になるには管理栄養士国家試

験に合格しなければならないが，この受験

資格は，栄養士法第 5 条の 3

1．�修業年限が 2 年である養成施設を卒業

して栄養士の免許を受けた後厚生労働

省で定める施設において 3 年以上栄養

の指導に従事した者

2．�修業年限が 3 年である養成施設を卒業

して栄養士の免許を受けた後厚生労働

省で定める施設において 2 年以上栄養

の指導に従事した者

3．�修業年限が 4 年である養成施設を卒業

して栄養士の免許を受けた後厚生労働

省で定める施設において 1 年以上栄養

の指導に従事した者

4．�修業年限が 4 年である養成施設であっ

て，学校（学校教育法第 1 条の学校並

びに同条の学校の設置者が設置してい

る同法第 82 条の 2 の専修学校及び同法

第 83 条の各種学校をいう。以下この号

において同じ。）であるものにあっては

文部科学大臣及び厚生労働大臣が，学

校以外のものにあっては厚生労働大臣

が，政令で定める基準により指定した

もの（以下「管理栄養士養成施設」と

いう。）を卒業した者

となっている。

　★栄養士法

キ

帰国子女　一般的に，保護者の海外赴任に同伴

して外国に行き，現地の学校で学び，帰国し

た児童，生徒，学生をいう。

　なお，「帰国生」と表現する短期大学もある。

既修得単位の認定　既修得単位とは，新たに短

期大学の第 1 年次に入学した学生が当該短

期大学に入学する前に，短期大学又は大学に

おいて履修した授業科目について修得した単

位（科目等履修生として修得した単位を含む）

をいう。この認定の取扱いについては，短期

大学設置基準において定められている。教育

上有益と認めるときは，これら入学前の既修

得単位等については，当該短期大学における

授業科目の履修により修得したものとしてみ

なし，当該短期大学以外の単位について，修

業年限が 2 年の短期大学にあっては 30 単位，

修業年限が 3 年の短期大学にあっては 46 単

位（夜間学科等で卒業要件単位が 62 単位以

上の短期大学は 30 単位）を限度として認定

することができる。

　なお，転学の場合や，所属する短期大学で

キコ キシ
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の既修得単位の認定単位数の限度は定められ

ていない。

　この既修得単位の認定を行おうとする場合

は，あらかじめ学則に当該単位認定ができる

旨，及び認定できる単位数の限度等について

規定しておかなければならない。また，この

措置に伴い必要と考えられる認定手続等につ

いて，学内規程を整備しておくことが必要で

ある。これを実際に行うに当たっては，ガイ

ダンスの際に当該学生にこの制度を周知させ

ることが望ましい。なお，この制度は，認定

ができるということであって，認定しなけれ

ばならないということではないので，教育上

有益であるかどうかについて十分配慮しなけ

ればならない。

　★短期大学設置基準　第 16 条

寄宿舎　短期大学は，高等教育機関として広

く国民に開放されている。このため遠隔地か

らの入学者などに対して就学の便を図るため

に，寄宿舎は短期大学設置基準に，なるべく

備える施設として規定されている。

　★短期大学設置基準　第 28 条第 5 項

技能審査の合格に係る学修　技能審査の認定

に関する規則により，文部科学大臣が認定し

た技能審査に係る学修は，短期大学において

短期大学に相当する水準を有すると認めた場

合，当該短期大学における授業科目の履修と

みなして原則として 30 単位（3 年制短期大

学は 46 単位）までの認定が認められている。

　文部科学大臣が行う技能審査の認定は，有

効期間があり，一般的には申請により更新さ

れているが，これを適用する場合には，この

期限に注意する必要がある。

　認定された技能審査は「文部科学省認定」

の表示をすることになっている。

　★短期大学設置基準　第 15 条

★短期大学設置基準第 15 条第 1 項の規定により，

短期大学が単位を与えることのできる学修を定

める件（平 3.  6.  5 文部省告示第 69 号）

　★技能審査の認定に関する規則

寄附行為　私立学校法における「寄附行為」と

いう文言は，民法の規定による財団法人の場

合と同様に，寄附行為という法人設立の行為

自体（中心は財産の無償の出損）とそれが書

面に記載された寄附行為書（法人の基本法）

との 2 つの意義を有している。私立学校を

設置しようとする者は，学校法人を設立しな

ければならない。学校法人を設立しようとす

る者は，その設立を目的とする寄附行為を

もって必要な事項を定め，文部科学省令で定

める手続きに従って，当該寄附行為について

所轄庁の認可を申請しなければならない。

　★私立学校法　第 30 条

寄付講座　大学・短期大学以外の法人又は私人

の寄付金によって，人件費，研究・教育運営

費，管理費等の経費をまかなわれる講座のこ

とをいう。

客員教授　従来，客員教授の名称は，国立大学

又は国立短期大学に勤務する外国人教員の一
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部に対して付与することができるとしていた

が，昭和 51 年の改正により，常時勤務の教

員以外の職員で当該大学若しくは短期大学の

教授若しくは研究に従事する者に対し，外国

人以外の者でも広く付与することができるよ

うになった。

　各私立大学等においても，同様の趣旨で，

特に，客分待遇で迎えられた兼任教員に対し，

客員教授の称号を付与している例もある。

休学　休学とは，学生が在籍したままで病気そ

の他の理由により許可を得て，一定期間授業

を受けない状態をいい，休学の可否，期間等

については，教授会の議を経て，学長が定め

るものとされている。

　休学は修学できない状態がある程度長期に

わたることが予想される場合の措置であり，

単なる欠席と異なり，通常その期間中は授業

料が免除され，また，その期間は最長在学年

限に含まれないものとしている。したがって，

あまり短い期間について休学の措置を取る必

要はなく，2 ～ 3 か月以上修学が不可能な場

合に休学とすることができるものとしている

短期大学が多い。

　★学校教育法施行規則　第 67 条

休学期間　休学期間は，一般的に休学の事由が

消滅するまでの期間とし，教授会の議を経て

学長が定めることとされているが，引き続い

て休学できる期間として 1 年，特別の事由が

ある場合に，引き続き更に，1 年程度の延長

を認めることができるとしている例が多い。

また，通算して休学できる期間については，

修業年限と同年数程度としているようである。

休学中の授業料　休学中は大学の利用関係を休

止することから，休学期間中の授業料は通常

免除されることになる。一般的には，休学を

認められた月の翌月から復学した月の前月ま

での授業料を免除することとなるが，学期の

途中から復学することが困難な場合もあるの

で，その場合は，休学期間の終期を学期の終

わりに合わせておくとよい。

　なお，短期大学によっては休学期間中の授

業料に代って在籍料という形で学費の一部を

徴収する場合もある。

休業日　小学校における休業日は，学校教育法

施行規則第 47 条，第 48 条に定められてい

るが，短期大学においては準用規定がない。

一方，短期大学設置基準では「1 年間の授

業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，

35 週にわたることを原則とする」と定めて

おり，各短期大学はこれらを考慮して，学則

に休業日を定めている。一般的には，

　①　国民の祝日に関する法律に規定する休日

　②　日曜日及び土曜日

　③　開学記念日

　④　春期休業日

　⑤　夏期休業日

　⑥　冬期休業日

とし，必要がある場合，学長は休業日を臨時

に変更したり，臨時に休業日を定めることが

できるとしている。
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　★学校教育法施行規則　第 4 条，第 47 条，第 48 条

休講　特定の曜日・時限の授業が，学校行事等

による授業割愛，又は授業担当者の止むを得

ない都合（公務の会議・学会出席・研究・病

気等）により行われないことをいう。なお，

学校行事による授業の割愛は，教授会の承認

を必要とするものである。

教育課程（Curriculum）　教育課程（カリキュ

ラム）とは，教育目的を達成するために選ば

れた教育内容を，どのような順序で，どこま

で教育するかを系列化したものといえる。す

なわち，授業科目とその教育内容，単位数，

学修の時期等の総称であり，これを特に教科

カリキュラムともいう。これに対し，カリキュ

ラムを，教科外活動を含む大学生活における

すべての経験（これを経験カリキュラムとい

う）と広く解釈することもできる。

教育課程の編成　短期大学設置基準では教育

課程の編成方針として，①学科に係る専門の

学芸を教授し，職業又は実際生活に必要な能

力を育成するとともに，②幅広く深い教養及

び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵

養するよう適切に配慮しなければならない，

としている。したがって，授業科目の区分あ

るいは編成はこの趣旨に添い，各短期大学

の創意工夫に任されている。授業科目は必

修科目と選択科目に区分し，各年次に配当

して教育課程を編成するものと規定されて

いる。

　★短期大学設置基準　第 5 条，第 6 条

教育基本法の改正　教育基本法は，わが国の教

育の基本を確立するため，教育の基本理念，

義務教育の無償，教育の機会均等などについ

て定めた法律であり，学校教育法や社会教育

法などすべての教育法規の根本法となるもの

である。21 世紀を切り拓く心豊かでたくま

しい日本人の育成を目指した教育改革を着実

に進めるため，教育基本法の改正が進められ，

平成 18 年 12 月 15 日，国会において新し

い教育基本法が可決・成立し，同 22 日に公

布・施行された。

教育再生会議　平成 18 年 10 月，基本にさか

のぼって 21 世紀の日本にふさわしい教育体

制を構築し，教育の再生を図るため，閣議決

定により，内閣に「教育再生会議」が設置さ

れた。

教育職員免許状　教育職員免許法と同法施行

令及び施行規則により授与される免許状をい

い，教育職員（学校教育法に定める幼稚園，

小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，

特別支援学校の教員）はこの免許状を有し

なければならないと定められている。免許状

は，学校の種類，教科等の別により，普通免

許状，臨時免許状，特別免許状に大別され，

また，専修免許状（修士の学位を有する者），

1 種免許状（学士の学位を有する者），2 種

免許状（短期大学士の学士を有する者）の 3

段階制となっている。
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　わが国の教育職員免許制度では，教員の免

許状授与の所要資格を得させるための大学の

課程認定を受けた大学又は短期大学において

定められた科目を履修し，所定の単位を修得

することによって教育職員免許状が授与され

る，いわゆる「開放的免許制」をとっている。

昭和 53 年以降，教員養成を主たる目的とす

る学科や特別な学科を除き，学科等の目的，

性格及び教育課程にもっともふさわしいと認

められる 1 種類の教科の免許状しか認定さ

れないが，それ以前に 2 教科の課程認定を

受けていた大学等では，現在も 2 教科の免

許状の授与資格が認められている。

　★学校教育法　第 1 条

　★教育職員免許法

　★教育職員免許法施行令

　★教育職員免許法施行規則

★教員の免許状授与の所要資格を得させるための

大学の課程認定申請要領

★大学において教員養成の課程を置く場合の審査

基準（昭 53.  2.  20 教育職員養成審議会決定）

教育の方針　教育の方針とは，教育の目的を実

現すべき教育制度等の原則・指針にあたるも

ので，教育基本法に，教育の目的は，あらゆ

る機会に，あらゆる場所において実現されな

ければならない。この目的を達成するために

は，学問の自由を尊重し，実際生活に即し，

自発的精神を養い，自他の敬愛と協力によっ

て，文化の創造と発展に貢献するように努め

なければならない，と規定されている。

　★教育基本法　第 2 条

教育の目的　教育の目的とは，社会の教育要求

を形象化したもので，教育基本法に，教育は，

人格の完成をめざし，平和的な国家及び社会

の形成者として，真理と正義を愛し，個人の価

値をたっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精

神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期

して行わなければならない，と規定している。

　★教育基本法　前文，第 1 条

教員　学校教育法に，大学には学長，教授，准

教授，助教，助手及び事務職員を置かなけれ

ばならないとあり，また，この他，副学長，

学部長，講師，技術職員その他必要な職員を

置くことができるとあるので，短期大学の教

員は，①置かなければならない教員と，②置

くことができる教員とに分けられる。前者の

教員として，教授，准教授，助教，助手があ

り，後者の教員として，講師がある。したがっ

て，講師は必ずしも置かなくてもよいことに

なるが，実際にはどこの短期大学でも置かれ

ている。

　★学校教育法　第 92 条

教員審査　高等教育のユニバーサル化に伴い，

近年の教員審査は，研究能力よりも教育能力

が重視されている。教員の資格審査のための

資料のひとつである「教育研究業績書」にお

いても，平成 11 年から，図書，学術論文等

の研究業績に加えて「教育上の業績」の欄が

設けられた。平成 13 年からは，より詳細な

記入が求められ，「教育方法の実践」「作成し

た教科書，教材」「当該教員の教育上の能力
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に関する大学の評価」等の欄が設けられてい

る。

教員組織　主要授業科目は，原則として専任の

教授，准教授が担当し，その他の科目もなる

べく専任の教授，准教授，講師又は助教が担

当するものとし，演習，実験，実習，実技科

目には，なるべく助手に補助させるもの，と

短期大学設置基準で定めている。また，教育

研究上必要があるときは，授業を担当しない

教員を置くことができるとしている。

　★短期大学設置基準　第 20 条～第 22 条

教員の勤務　私立学校に勤務する教員は，それ

ぞれの学校法人の定めた就業規則に従って勤

務することになる。専任教員の中には，短期

大学設置基準にも置くことができると明記さ

れているように，役職についたり，付属施設

に勤務したりする授業を担当しない教員もあ

るが，大部分の教員は学生の教育・指導や研

究に従事している。

　教員の職務は，この他にもクラス担任等学

生指導の任務があり，教務面の履修指導，厚

生面の生活指導，就職面の進路指導，課外活

動団体の指導等，非常に多岐にわたっており，

また，教授会の出席や各種会議への出席も重

要な任務である。多くの短期大学では，全専

任教員が何らかの教授会傘下の各種委員会に

所属し，大学運営の一分野を担当しているの

が実情である。

　兼任教員に対しては，特にその勤務を規定

した法規はないが，それぞれの短期大学にお

いて担当時間数，勤務日数の上限を定める等

の規程を設けているところが多い。

　★短期大学設置基準　第 21 条

教員の研究　学校教育法に示されているよう

に，教員は職務として教育と合わせて研究に

従事しなければならない。これらの研究活動

については，各短期大学において独自の研究

制度を定め，いろいろな名称で予算措置を講

じている。教員の研究に対しては，国の補助

金の対象にもなっており，また，他の団体か

らもいろいろな研究助成策がとられている。

　★学校教育法　第 92 条

教員の任期制　大学審議会における「大学教員

の任期制について」の答申により，法的整備

がなされた。この答申のねらいは，大学にお

ける教育研究の活性化と教員の流動性を高め

ることにある。

★大学の教員等の任期に関する法律（平 9.  6.  13

法律第 82 号）

★大学の教員等の任期に関する法律等の施行につ

いて（平 9.  8.  22 文部事務次官通達）

★大学の教員等の任期に関する法律第 3 条第 1 項

等の規程に基づく任期に関する規則に記載す

べき事項及び同規則の公表に関する省令（平

9.  8.  22　文部省令第 33 号）

★大学の教員等の任期に関する法律第 6 条の規程

に基づく大学共同利用機関等の職員のうち専ら

研究又は教育に従事する者の任期に関する規則

を定める手続及び任期を定める手続に関する省

令（平 9.  8.  22 文部省令第 34 号）
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★大学の教員等の任期に関する法律の施行期日を

定める政令（平 9.  8.  22 政令第 261 号）

教授　学校教育法に定める教授の職務は，学生

を教授し，その研究を指導し，又は研究に従

事する，とされ，資格は，短期大学における

教育を担当するにふさわしい教育上の能力を

有すると認められる者で，①博士の学位（外

国において授与されたこれに相当する学位を

含む。）を有し，研究上の業績を有する者　

②研究上の業績が①の者に準ずると認められ

る者，③学位規則（昭和 28 年文部省令第 9 号）

第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国に

おいて授与されたこれに相当する学位を含

む。）を有し，当該専門職学位の専攻分野に

関する実務上の業績を有する者，④芸術上の

優れた業績を有すると認められる者及び実際

的な技術の修得を主とする分野にあっては実

際的な技術に秀でていると認められる者，⑤

大学（短期大学を含む。以下同じ。）又は高

等専門学校において，教授，准教授又は専任

の講師の経歴（外国におけるこれらに相当す

る教員としての経歴を含む。）のある者，⑥

研究所，試験所，病院等に在職し，研究上の

業績を有する者，⑦特定の分野について，特

に優れた知識及び経験を有すると認められる

者，のいずれかに該当する者と定められてい

る。

　一方，出入国管理及び難民認定法施行規則

に定める外国人の在留資格の 1 つに「教授」

というのがあるが，これは，本邦の大学若し

くはこれに準ずる機関又は高等専門学校にお

いて研究，研究の指導又は教育をする活動を

いう。

　★学校教育法　第 92 条

　★短期大学設置基準　第 23 条

★出入国管理及び難民認定法施行規則　第 3 条，

別表第 1

教授会　短期大学には，学校運営上の重要事項

を審議するために，教授会を置かなければな

らないことになっており，教授会は学長及び

専任教授をもって組織されるが，准教授その

他の職員を加えることができる。教授会の構

成に関しては，審議事項によって異なる場合

も考えられるが，これらの点に関しては，あ

らかじめ規程を定めておく必要がある。また，

教授会の運営については，教授会の構成の他，

教授会の招集，定足数，議長，審議事項，議

決等についての運営規程を整備しておく必要

がある。

　一般に教務部（課）等が，会場の準備，資

料の作成・配付，議事録の作成・保管等の教

授会に関する事務を取扱う部署となることが

多い。このため，教授会の開催に当たって，

教務部（課）長又は担当責任者は文書をもっ

て教授会の開催日時・場所・議題等を教授会

構成員に通知し，教授会出席者の確認をする

ことになる。教務部（課）長等は，教授会構

成員でなくとも，教授会に出席することが教

授会の意向を理解することになり，円滑な学

校運営に有効と考えられる。教授会を公開と

するか否かは，教授会が自主的に決定すべき

事項であり，審議事項によって非公開とする
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場合がある。

　★学校教育法　第 93 条

　★学校教育法施行規則　第 67 条

教職課程　法令上の用語ではないが，一般的に

は，教員養成を目的としない大学及び短期大

学が，教育職員免許法及び同施行規則に基づ

き，免許状授与の所要資格を得ることのでき

る教育課程をもつ教育組織をいう。

　戦後の教育改革によって，①大学における

教員養成，②免許状取得の開放制，という二

大原則のもとに，教員養成を主たる目的とす

る大学以外でも，免許状取得に必要な所定単

位の履修によって免許状授与ができる完全な

開放制であったが，現行では，教員の免許状

授与の所要資格を得させるための大学の課程

認定の申請により，教育職員養成審議会の諮

問を経て，文部科学大臣が認定することと

なっている。

競争的資金　競争的資金は，資金配分主体が広

く研究開発課題を募り，提案された課題の中

から，専門家を含む複数の者による科学的・

技術的な観点をその中心とした評価に基づい

て実施すべき課題を採択し，研究者等に配分

する研究開発資金である。

ク

グレード・ポイント・アベレージ（Grade Point 

Average ＝ GPA）制度　大学審議会では厳

格な成績評価の具体策としてこの制度をあげ

ている。この制度は，アメリカではごく一般

的に普及している。アメリカでもっとも多く

用いられるグレード法は，ABCDF ランキン

グであり，このランクにそれぞれに配され

た点数をもとにした総合的な平均成績である

GPA が計算される。ランクの配点で一番多

く用いられている 4 点式の場合では，A は 4

点，B は 3 点，C は 2 点，D は 1 点，F は 0

点とするのが一般的である。

訓告　訓告とは，通常学生の身分にまでは影響

の及ばない懲戒であり，学生には学長あるい

は学長の委任を受けた者が，口頭（又は文書）

で行い，必要に応じて告示する。ただし，そ

の回を重ねた場合には停学，退学等の対象と

なり得るので，単なる教室内での叱責とは異

なるものである。

　★学校教育法施行規則　第 13 条

ケ

研究生　特定の研究課題について，指導教員の

もとで研究のための指導を受ける者をいう。

したがって，授業科目の聴講については，指

導教員が必要と認め，かつ正規の学生の授業

に支障をきたさない範囲で受講を許されるも

のである。

原級留置　原級留置とは，卒業予定年次以外の

学生が，長期欠席や学業不振等のため，当該

年度の履修科目，修得単位が著しく少なく，

各短期大学が独自に設けた進級の要件を満た
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さない場合，上級年次に進級させず，再度当

該学年に留めることをいい，法令上の用語で

はない。

　この措置については，ある程度学年制の考

え方を導入したもので，短期大学は，単位制

であるので，卒業年次までに卒業要件単位を

修得すればよく，年次別の進級要件の法的定

めはないが，教育効果の上から行っている短

期大学もある。

兼担教員　兼担教員とは，2 以上の学科区分を

持つ大学において，専任教員が専任として所

属する学科区分等以外の授業を担当する場合

における当該専任教員をいう。したがって，

教員の区別には，専任，兼任の他に，兼担が

ある。

兼任教員　兼任教員とは，当該大学を本務とし

ない教員をいい，一般に，非常勤教員又は非

常勤講師と呼ばれている。他の大学等の専任

教員，あるいはどこにも本務を有しない者な

どが多い。

コ

公開講座　学校教育法で，大学においては，公

開講座の施設を設けることができるとし，同

施行規則では公開講座に関する事項は，別に

定める，とあるが，現在のところ，特に定め

はない。したがって，どのような内容のもの

が学校教育法でいう公開講座に該当するのか

今のところ明らかにされていない。しかしな

がら，平成 3 年の大学審議会の答申におい

ては，生涯学習機関としての機能に重点を置

いた短期大学の役割の重要性にかんがみ，体

系的・継続的な公開講座の積極的な実施に努

めることが重要であるとしている。

　現在，各短期大学等が公開講座として開設

しているものの多くは，社会教育の一形態と

して，正規の教育課程ではなく，別途短期大

学のサービス活動として，地域等からの要望

のある特定事項について一定時間の講義等を

行っているのが主たる形態である。

　★学校教育法　第 107 条

　★学校教育法施行規則　第 71 条

講義　短期大学設置基準に規定されている授業

方法の形態の 1 つ。一般的に講義とは，教

員が学生に対し一方的に説明することによ

り知識を授ける授業形態である。講義科目 1

単位の学校における授業時間は，演習科目

と同様，15 時間から 30 時間までの範囲で，

各短期大学が定める時間とされている。最近

では，講義科目でも演習に近い方法を用いた

り，又は講義と演習，講義と実習を組み合わ

せている短期大学も相当あるようである。

　★短期大学設置基準　第 7 条第 2 項，第 11 条

講義要項（綱）（覧）　授業内容の概要を記した

もので，これにより学生は授業の概要を知り，

科目を選ぶ際の参考となっている。また，短

期大学卒業後，編入学や留学等をする学生が

増えているが，短期大学で修得した単位を認

定する際，その授業科目の内容を照会する場
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合にも必要となる。

講師　講師は，教授又は准教授に準ずる職務に

従事するものとされ，資格は，短期大学設置

基準に定められており，①教授又は准教授と

なることのできる者②特定の分野について短

期大学における教育を担当するにふさわしい

教育上の能力を有すると認められる者とされ

ている。

　★短期大学設置基準　第 25 条

校舎　短期大学設置基準において，校舎に備え

るべき施設として，学長室，会議室，事務室，

教室（講義室，演習室，実験室，実習室等），

研究室，図書館，保健室が規定されており，

これ以外に原則として備えるべきものとして

体育館を，また，なるべく備えるものとして

情報処理及び語学の学習のための施設，体育

館以外のスポーツ施設，講堂，学生自習室，

学生控室，寄宿舎，課外活動施設その他厚生

補導に関する施設が定められている。

　校舎の最低基準面積には，講堂，寄宿舎，

附属施設等の面積は含まないとされ，また，

短期大学と高等学校以下の教育施設との共用

は，管理部門を除き認められないとされてい

る。

　★学校教育法　第 3 条

★短期大学設置基準　第 28 条，第 31 条，第 32 条

高大連携　近年，学生の学習意欲の低下が指摘

され，「学びの動機付け」が大きな課題とな

り，初等中等教育と高等教育の接続，いわゆ

る「高大連携」「高大接続」が必要との認識

が教育関係者の共通のものとなっている。ま

た，中央教育審議会では「初等中等教育と高

等教育との接続の改善について」の答申を出

し，関係機関に具体的な取り組みを促してい

る。

　そこで，高校と大学が協力し，高校生に大

学の講義等を体験させ，学ぶことへの意欲を

高め，結果的に大学進学後の学問不適合を防

ぐ試みが行われるようになった。

　具体例としては，高校に大学の先生を講師

として招く「出張授業」，高校生が大学を訪

問して模擬授業を受ける「授業体験」，半年

から 1 年をかけて大学に通学して講義を受

講する「聴講」等，様々な取り組みが試みら

れている。

校地　短期大学設置基準に，校地は，教育にふ

さわしい環境をもち，校舎の敷地には，学生

が休息その他に利用するのに適当な空地を有

するものとする，と規定されている。

　★短期大学設置基準　第 27 条

高等学校卒業程度認定試験　平成 17 年 4 月よ

り，大学入学資格検定（大検）は廃止され，

高等学校卒業程度認定試験（新試験）が実施

されることとなった。

　高等学校卒業程度認定試験は，高等学校を

卒業していないなどのため，大学受験をでき

ない者に対し，高等学校卒業者と同等以上の

学力があるかどうかを認定する試験であり，

合格者は大学・短大・専門学校の入学資格が
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与えられるだけでなく，高等学校卒業者と同

等以上の学力がある者として認定され，就職，

資格試験等に活用することが出来る。ただし，

試験で合格点を得た者が満 18 歳に達してい

ないときには，満 18 歳に達した日の翌日か

ら合格者となる。また，全日制高等学校に在

学したまま受験できるようになり，高等学校

卒業程度認定試験で合格した科目は，学校長

の判断で全日制高等学校の卒業単位として認

定してもらうことも可能となった。

　なお，既に大学入学資格を持っている者は，

高等学校卒業程度認定試験を受検できない。

国際化　臨時教育審議会の教育改革に関する第

1 次答申において，主要課題として国際化へ

の対応が取り上げられ，第 2 次答申で，時代

の変化に対応するための改革のうち，国際化

への対応のための諸改革として，①帰国子女・

海外子女教育への対応，②留学生受入れ体制

の整備・充実，③外国語教育の見直し，④日

本語教育の充実，⑤国際的視野における高等

教育の在り方，が問題とされることになった。

更に第 3 次答申では，いくつかの具体的提

言として，①異なるものへの関心と寛容―国

際的に開かれた学校―②国境をこえる人材の

育成―留学生への対応―③コミュニケーショ

ンに役立つ言語教育―国際通用語としての英

語及び日本語―④主体性の確立と相対化―生

涯学習への課題―について述べている。

国際バカロレア制度　「バカロレア」といえば，

フランスの大学入学資格試験制度のことであ

るが，国際バカロレア制度（IB）とは，こ

の制度に参加している学校の卒業者に国際的

に認められる大学入学資格を与える制度であ

る。国際バカロレア制度の事業主体はスイス

のジュネーブに本部を置く国際バカロレア事

務局（IBO）である。ここではこの制度の適

用のために共通に用いられるカリキュラムの

作成や，IB 試験の実施及び IB 資格（ディプ

ロマ）の認定が行われている。

　IB 資格の取得者は現在約 50 か国 600 以

上の大学などで受け入れられており，日本で

は IB 資格取得者で 18 歳以上の者は大学入

学資格を有する者として認められている。

★大学入学に関し高等学校を卒業した者と同等

以上の学力があると認められる者の指定（昭

23.  5.  31 文部省告示第 47 号）

告示　公の機関が，一般のひとびとに広く通知

することをいう意味に用いられる場合と，国

家・地方公共団体等の公の機関が決定した事

項その他一定の事項を公式に一般に知らせる

ための形式の名称として用いられる場合があ

る。告示は，単に一定の事項を一般に知らせ

るだけでなく，時には法律が「告示」の形式

で補充立法とすることを委任する場合や，「告

示」とすることによって，ある措置の効力が

完成するものとする場合にも用いられる。

　短期大学内においても，学長等が公式に一

般の学生に対して通知する場合に，前述の意

味に準じて告示という名称を用いる場合が多

い。

コク コク



151

個人情報保護法　1980 年（昭和 55 年）の OECD

（経済協力開発機構）理事会勧告において「プ

ライバシーの保護と個人データの国際流通

についてのガイドライン」が示され，OECD

加盟国の大多数が既に個人情報保護法制を有

する状況の下，個人情報の有用性に配慮しな

がら個人の権利利益を保護することを目的と

した個人情報保護法が平成 15 年 5 月に成立・

公布された。

　法は，官民を通じた個人情報保護の基本理

念等を定めた基本法に相当する部分と，民間

事業者の遵守すべき義務等を定めた一般法に

相当する部分から構成されており，平成 17

年 4 月 1 日より全面施行された。

コマ　法令上の用語ではないが，通常，学校で

はよく使用されており，一般的には，1 授業

時限単位をいう。

　しかしながら，2 授業時限続きの授業を 1

コマと呼ぶか，2 コマと呼ぶかは各短期大学

でまちまちである。

サ

在外教育施設　文部科学大臣が高等学校の課程

と同等の課程を有するものとして認定した，

海外にある教育施設。「高等学校の課程に相

当する課程を有する在外教育施設として定め

る件（平成 4 年文部省告示第 32 号　平成 6

年文部省告示第 4 号）」の中で認定されてい

る。

　なお，高等学校の課程に相当する課程を有

するものとして指定した在外教育施設（平成

3 年文部省告示第 91 号）も同様の取り扱い

となる。

　★学校教育法　第 90 条

　★学校教育法施行規則　第 69 条第二号

★ 在 外 教 育 施 設 の 認 定 等 に 関 す る 規 程（ 平

3.  11.  14 文部省告示第 114 号）

在学と在学期間　在学とは，学生が当該短期大

学の学籍を有し，現に学修している状態をい

い，在学期間とは，その学修している期間を

いう。

在学年限　在学年限とは，学生が当該短期大学

に在学できる最長在学期間をいい，その期間

については法的には定められていないが，お

おむね修業年限の 2 倍程度とされている。

　在学年限を定めている趣旨は，短期大学が

国民に開放された公共性を有する機関という

点から，所定の修業年限より長い一定の年数

を超えてもなお学業の終わらない者に対し

て，学校が強制的に退学できるようにするた

めである。

再試験　試験の結果不合格になった科目につい

て，再度試験を行う制度である。この試験は，

学生に権利があるのではなく，あくまでも科

目担当者の判断であり，教授会の判断である。

したがって，再試験については，何らかの制

限を付している短期大学が多い。

在籍と在籍期間　在籍とは，学生が当該短期大

コシ サイ



152

学の学籍を取得していることをいい，在籍期

間とは，当該短期大学の学籍を有している期

間をいう。したがって在籍期間に休学及び停

学の期間も含まれる。

　具体的には，修業年限 2 年の短期大学に

おいて休学期間が 1 年，休学以外に単位未

修得のため 1 年留年して卒業した場合，在

籍期間は 4 年，在学期間は 3 年となる。

（財）短期大学基準協会　短期大学の認証評価

を行う認証評価機関で，平成 17 年 1 月に認

証評価機関として文部科学大臣の認証を受

け，平成 17 年度から評価を実施することと

なった。

　短期大学基準協会では，評価の基本的理念

や構造，手順等を示す「短期大学基準協会が

実施する第三者評価の要綱」及び「短期大学

評価基準」，「第三者評価実施要領」等を定め

公表している。

再入学　短期大学を退学した者が，再び同一の

短期大学の同一学科に入学することをいう。

再履修　履修の結果，不合格となった科目を再

度履修することをいう。なお，必修科目は必

ず履修することになるが，選択科目について

は学生の意志に任せられている。

シ

私学助成　私学教育に関して公費により行われ

る財政援助，すなわち国及び地方公共団体が

私学教育振興を図るために行う補助金の交付

等の助成措置をいう。

　具体的には，①私立の大学，短期大学，高

等専門学校の教育研究条件の維持向上及び修

学上の経済的負担の軽減に資するとともに，

経営の健全性を高めるため，私立大学等の教

育又は研究に係る経常的経費を対象として，

日本私立学校振興・共済事業団を通じて学校

法人に補助している「私立大学等経常費補助

金」，②私立大学等における教育研究の充実

と質的向上を図るため，研究装置並びに教育

装置の整備に要する経費を対象として学校法

人に補助している「私立大学・大学院等教育

研究装置施設整備費補助金」，③私立大学に

おける研究設備等の整備に要する経費を対象

として学校法人に補助している「私立大学研

究設備整備費等補助金」などがある。

　★私立学校振興助成法

自己点検・評価　従来は，短期大学設置基準

に規定されていたが，平成 14 年 11 月に学

校教育法が改正され，第 109 条に「大学は，

その教育研究水準の向上に資するため，文部

科学大臣の定めることにより，当該大学の教

育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設

備（次項において「教育研究等」という。）

の状況について自ら点検及び評価を行い，そ

の結果を公表するものとする。・大学は，前

項の措置に加え，当該大学の教育研究等の総

合的な状況について，政令で定める期間ごと

に，文部科学大臣の認証を受けたものによる

評価をうけるものとする。ただし，・・・・・」
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との条文が追加され，自己点検・評価の実施

とその公表及び認証評価機関による評価が，

法律で義務となった。

　★学校教育法　第 109 条

司書　図書館の専門的職務に従う職員。図書館

法により，司書は図書館の専門的事務に従事

する。司書補は司書の職務を助ける，と規定

されている。

　★図書館法

司書教諭　学校図書館法に，学校図書館の専門

的職務を掌る，と規定される教諭のことであ

る。

　もともと学校図書館法第 5 条では，「学校

図書館には司書教諭を置かなければならな

い」と定められているが，附則第 2 項に「当

分の間，司書教諭を置かないことができる」

とされていた。

　学校図書館法が制定された昭和 28 年 8 月

から最近まで，その状態が続いていたが，平

成 9 年 6 月に「当分の間」が「平成 15 年 3

月 31 日」までと改められ，平成 15 年度から，

全国の 12 学級以上の小中高校は，司書教諭

を置かなければならないことになった。

　★学校図書館法　第 5 条

実技　実技とは，学んだ知識をもとに演技を行

う授業方法の 1 つ。1 単位の学校における授

業時間は，30 時間から 45 時間までの範囲で，

各短期大学が定める時間とされている。

　★短期大学設置基準　第 7 条第 2 項

実験　実験とは，理論や推論が正しいか一定

の条件で試してみる授業方法の 1 つ。1 単位

の学校における授業時間は，30 時間から 45

時間までの範囲で，各短期大学が定める時間

とされている。

　★短期大学設置基準　第 7 条第 2 項

実習　実習とは，学んだ知識をもとに実地（実

物）について学習する授業方法の 1 つ。1 単

位の学校における授業時間は，30 時間から

45 時間までの範囲で，各短期大学が定める

時間とされている。

　★短期大学設置基準　第 7 条第 2 項

実態調査　正式には「私立大学等の実態調査」

といい，私立大学，短期大学及び高等専門学

校の専任教職員数，非常勤教員数，学生数，

財政状況等の実態を把握し，私立大学等の振

興方策の企画，立案及び予算要求の資料にす

ることを目的とする文部科学省の調査で，毎

年 5，6 月に実施される。

指導要録　指導要録は，在学又は卒業した者の

学習及び健康の状況を記した書類の原本をい

う。また，学生の学籍並びに指導の過程及び

結果の要約を記録し，指導及び外部に対する

証明等のために役立たせるための原簿として

の性格をもっている。

　学校で備えるべき表簿の中で，最も重要な

表簿で，保存期間は 20 年間となっている。

　★学校教育法施行規則　第 12 条の 3

　★学校教育法施行規則　第 15 条
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私費外国人留学生統一試験　平成 14 年度から

日本留学のための新たな試験として日本留学

試験が開始されたことにともない，平成 13

年 12 月実施の平成 14 年度試験をもって本

試験は廃止されているが，それまで大学・短

期大学へ入学を希望する私費外国人留学生に

対し，大学入学能力判定のための統一試験と

して，財団法人日本国際教育協会の主催で毎

年 12 月に実施していた。

事務職員　学校教育法において，置かなければ

ならない職員として定められている。

　学校教育法上の規定にもとづく 3 種の職

員の中，事務職員については，短期大学設置

基準に，①事務処理のための組織の専任職員，

②学生の厚生補導を行うための組織の専任職

員，の 2 種を置くものとされている。

　★学校教育法　第 92 条

　★短期大学設置基準　第 34 条，第 35 条

社会人入学　社会人が短期大学や大学に正規学

生として入学することをいう。特に，入学定

員の一部を社会人枠として別枠を設け，書類

審査，論文，面接を中心とした特別の選抜方

法によって合格者をきめるものを「社会人入

学制度」という。

修業年限　修業年限とは，学校の一定の教育

の課程を修了するのに必要と定められた年限

で，学生が当該短期大学を卒業するために最

小限在学すべき年数をいい「2 年又は 3 年」

と定められている。

　★学校教育法　第 108 条第 2 項

　★短期大学設置基準　第 18 条

修士　学位規則に基づき，大学院修士課程修了

者に与えられる学位である。

　★学位規則　第 3 条

収容定員　学科（専攻）ごとに学則に定めなけ

ればならない学生定員の総定員をいう。収容

定員を変更する場合は，原則として認可事項

であるが，平成 14 年 11 月の学校教育法の

及び平成 15 年 3 月の同法施行令の改正によ

り，短期大学全体の収容定員が増加とならな

い場合は，届出事項となった。

　★学校教育法　第 4 条第 1 項

　★学校教育法施行令　第 23 条第十一号

　★学校教育法　第 4 条第 2 項第三号

　★学校教育法施行令　第 23 条の 2 第五号

授業科目の区分　平成 3 年 6 月に短期大学設

置基準が改正されるまでは，授業科目を一般

教育科目，外国語科目，保健体育科目及び専

門教育科目に区分して開設することを義務づ

け，学生に対しては科目区分ごとに修得すべ

き単位数を規定していた。これらの規定が廃

止されたことにより，各短期大学の創意工夫

により特色ある教育課程が編成できるように

なった。

授業期間　単位計算の基準により機械的に計算

すると 30 週となる。これを，2 学期制を採

る短期大学にあっては各期 15 週，3 学期制

シヒ シユ
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を採る短期大学にあっては各期 10 週を単位

として，授業期間を設けなければならない。

　しかしながら，各短期大学では，このほか

にオリエンテーション，定期試験・追再試験，

文化祭，体育祭，休講・欠講のための補講等

を行うので，1 年間に 35 週程度を用意する

必要があるということになる。すなわち，単

位計算基準から単純に割り出せば 30 週でよ

いものを，35 週にわたることを原則とする，

としている。

　★短期大学設置基準　第 8 条，第 9 条

授業時間　各授業科目を通じて学生を指導する

際の単位時間は，休憩時間を含め 1 時間を

もって算定の基準としている。

　この単位時間については，学校教育法施

行規則別表第 1 及び第 2 の備考 1 に，また，

学習指導要領においても小学校が 45 分，中・

高等学校が 50 分と正味授業時間が示されて

いるが，これは長年の教育経験や教育成果な

どから割り出されたものと思われる。

　ところで，短期大学における 1 時間を何

分とするかについては法令上の定めはない

が，45 分あるいは 50 分としている短期大

学が多い。

授業の出席　学習のために学生は授業に出席し

なければならない。出席は単位修得の大前提

であり，成績との相関がきわめて高いことを

考えあわせ，授業実施時間数の 3 分の 2 以

上の出席を義務づけている短期大学が多い。

　また，授業の秩序維持の観点から遅刻・早

退を厳しくチェックしている短期大学もある。

準学士　かつて，短期大学卒業者に授与されて

いた称号。平成 17 年７月の学校教育法改正

により，短期大学で授与された「準学士」の

称号は，「短期大学士」の学位としてみなす

ことになった。ただ，“みなす”ため，それ

以前の称号授与者に改めて学位が与えられる

わけではない。

　　なお，準学士の称号ができる前，平成３年

４月の学校教育法改正前に卒業した者につい

ても，卒業したという事実においては、平成

３年４月法改正後～平成 17 年７月法改正前

に卒業した者と変わりなく，準学士と称する

ことができ，なおかつ「短期大学士」の学位

としてみなされることになる。

　　結果として，準学士の称号は高等専門学校

においてのみ授与されることとなった。

　★�学校教育法の一部を改正する法律（平成 17 年

法律第 83 号）附則第３条

准教授　教育研究の活性化及び国際的な通用性

の観点から，助教授・助手に関する制度の見

直しが行われ，学校教育法の改正（平成 17

年 7 月）により平成 19 年 4 月 1 日から，現

在の「助教授」を廃止して，「准教授」の職

が設けられることとなった。

　法では，「准教授は，専攻分野について，

教育上，研究上又は実務上の優れた知識，能

力及び実績を有する者であって，学生を教授

し，その研究を指導し，又は研究に従事す

る。」とある。
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生涯学習　労働時間の短縮に伴う余暇時間の拡

大，技術革新の加速化による職業上の知識・

技術の継続的な学習の必要性，さらには，情

報化社会における知的欲求の高まりなどの

様々な要因から，社会全体の生涯学習ニーズ

が高まりつつある。高等教育においても，こ

のような社会のニーズに適切に応えていくこ

とが期待されている。また，各高等教育機関

は，地域の文化的な中心として，また，地域

コミュニティの一員として，地域に対する幅

広い貢献が期待されている。

　このため，今後の高等教育においては，

高等教育への伝統的な進学年齢層以外の者

（有職者や主婦などのいわゆる社会人学生）

に配慮した履修形態の柔軟化や多様な学習

成果に対する評価の工夫が一層求められて

いる。

　特に，職業人の再教育のニーズは急速に高

まっており，今後，企業等との連携・協力を

図りつつ，高等教育における社会人再教育の

ための施策を積極的に推進していく必要があ

る。

★生涯学習体制の整備について（平 2.  1.  30 中

央教育審議会答申）

★新しい情報通信技術を活用した生涯学習の振興

方策について（平 12.  6.  1 生涯学習審議会）

助教　教育研究の活性化及び国際的な通用性の

観点から，助教授・助手に関する制度の見直

しが行われ，学校教育法の改正（平成 17 年

7 月）により平成 19 年 4 月 1 日から，現在

の助手のうち，主として教育研究を行うこと

を職務とし，将来の大学教員や研究者となる

ことが期待される者に相応する職として，「助

教」の職が設けられることとなった。

　学校教育法では，「助教は，専攻分野につ

いて，教育上，研究上又は実務上の知識，能

力及び実績を有する者であって，学生を教授

し，その研究を指導し，又は研究に従事する。」

とある。

　★学校教育法　第 92 条

助教授　学校教育法の改正（平成 17 年 7 月）

により平成 19 年 4 月 1 日から，現在の「助

教授」を廃止して，「准教授」の職が設けら

れることとなった。

職員　学校においては，学校に勤務する人すべ

てを包括する用語で，私立学校では学内規定

で職員の種類を定義している。

　学長，教員等を除く職員については，

　①置かなければならない事務職員，②置く

ことができる技術職員並びにその他の必要な

職員とに分けられる。

　したがって，職員は職種上，事務職員，技

術職員及びその他の必要な職員の 3 種に区

分することができる。

　★学校教育法　第 92 条

助手　学校教育法に定める助手の職務は，その

所属する組織における教育研究の円滑な実施

に必要な業務に従事する，とされ，助手の資

格は，学士の学位（外国における相当する学

位を含む）を有する者又はこれに準ずる能力
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のある者と定められている。

　なお，学校教育法の改正（平成 17 年 7 月）

により平成 19 年 4 月 1 日から，現在の助手

のうち，主として教育研究を行うことを職務

とし，将来の大学教員や研究者となることが

期待される者に相応する職として，「助教」

の職が設けられることとなった。

　★学校教育法　第 92 条

　★短期大学設置基準　第 26 条

除籍　除籍も退学の一種であるが，在学年限を

超えた学生，休学期間を超えてなお就学でき

ない学生及び授業料等を納付しない学生に対

し，学校が学則により一方的に退学させる事

務的な措置を除籍という。

　なお，懲戒処分としての退学と異なり懲戒

としての性格はもたない。

シラバス（Syllabus）　教育課程（カリキュラ

ム）において扱われる教科の目標・内容・指

導計画などを教科の概要として記述して示し

たもの。

私立学校　私立学校とは，私立学校法に規定さ

れる学校法人が設置する学校（学校教育法第

1 条に規定する幼稚園，小学校，中学校，高

等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学

及び高等専門学校）である。

　したがって，私立学校は教育基本法で規定

するように公の性格をもつものであり，私立

学校法は私立学校の公共性を高めることをそ

の目的の 1 つとしている。さらに，私立学

校においては創立者の建学の精神が強調さ

れ，独自の校風が特に尊重されている。

　★学校教育法　第 1 条

　★教育基本法　第 6 条第 1 項

　★私立学校法　第 1 条，第 3 条

私立学校法　「私立学校の特性にかんがみ，そ

の自主性を重んじ，公共性を高めることに

よって，私立学校の健全な発達を図ることを

目的とする」（第 1 条）法律である。

ス

スタッフ・ディベロップメント（SD：Staff 

Development）　教育内容の改善や教授法の

開発等についての組織的な取り組みを意味す

るファカルティ・ディベロップメント（FD）

に対して，事務職員の資質の向上等を組織的

に行うことをいう。大学組織の管理，運営に

とって事務職員の果たすべき役割の重要性が

再認識される中，SD に取り組む短大も増え

つつある。

セ

成績証明書　修得した授業科目の名称・単位

数・評価等を証明する文書である。各短期大

学の体系的に編成された教育課程が明確に把

握できるように記載されていることが求めら

れる。最近は，電算機器の導入等により，在

籍者に関しては履修中の科目も表示している

例が多くなっている。

シヨ セイ
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成績評価　単位を授与する際の基準と表記方法

を指すもので，各短期大学の学則によって規

定されている。短期大学における評価方法は

絶対評価である。これは，単位制度の趣旨か

ら当然と考えられるが，成績評価の方法に関

する法的規定はなく，点数・記号・合否のみ

の表示等，各短期大学によって異なった表示

方法がとられている。

セメスター制　1 学年複数学期制の授業形態。

日本で多く見られた一つの授業を 1 年間通

して実施する通年制の前・後期などとは異な

り，一つの授業を学期（セメスター）毎に完

結させる制度。諸外国では一般的であり，個々

の学期が 15 週程度で 2 学期制の伝統的セメ

スター制度（traditional semester system）

のほか，初期セメスター制度（一方のセメス

ターが若干長い early semester system），

3 学 期 制（trimester system），4 学 期 制

（quarter system）などを実施する大学もあ

る。日本においても，既に多くの大学・学部

で導入されている。

　セメスター制は，1 学期の中で少数の科目

を集中的に履修し，学習効果を高めることに

意義があるので，単に通年制の授業内容を前

半と後半に分割するだけでは，セメスター制

とはいえない。また，授業内容が過密になら

ないような配慮も必要である。

　さらに，セメスター制には，学年開始時期

が異なる大学間において円滑に転入学を実施

できるというメリットもある。

ゼミナール（Seminar）　大学で，教授などの

指導の下に学生が自ら研究し，発表・討論な

どを行う教育方法をいう。また，その研究指

導のグループをいうこともある。

専攻科　短期大学を卒業した者又はこれと同

等以上の学力があると認められた者に対し，

短期大学の学科又は専攻部門に属する専門

科目について，短期大学の基礎の上に精深な

程度において特別の事項を教授し，その研究

を指導することを目的として設置すること

ができる。修業年限は 1 年以上とし，1 年間

に修得すべき単位数は 30 単位を限度とする

とされている。大学評価・学位授与機構の設

立，科目等履修生制度の導入により，短期大

学専攻科での修得単位が，学位を取得するた

めの単位として認定される道が開かれてい

る。この場合当該短期大学の専攻科は，大学

評価・学位授与機構の認定を受けている必要

がある。

　なお，大学評価・学位授与機構の認定を受

けた専攻科で修得した授業科目の単位は，教

育職員免許法により 1 種免許状の取得に必

要な単位として含めることができる。

★短期大学専攻科に関する申し合わせ（昭 27.  2

大学設置審議会決定）

★教育職員免許法施行規則第 14 条の 2 及び第 17

条の 2 の規定により修得した単位を最低単位数

に含めることができる短期大学の専攻科を定め

る件（平 4.  4.  1 文部省告示第 38 号）

専攻課程　教育上の必要性から学科の中に設け

セイ セン
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られる組織である。学科の中を 2 以上に分け

ることを一般的に専攻分離といい，その名称

は◦◦専攻と称することが適当とされている。

　★昭 50.  4 文大技第 210 号

専修学校　学校とは，幼稚園，小学校，中学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大

学，高等専門学校とする，と学校教育法に規

定され，これ以外で，職業若しくは実際生活

に必要な能力を育成し，又は教養の向上を図

る目的の教育施設を専修学校という。

　専修学校には，中学校卒業者を対象とした

高等課程，高等学校卒業者を対象とした専門

課程，高等課程・専門課程以外の教育を行う

一般課程がある。

　なお，高等課程を置く専修学校は高等専修

学校ともいい，専門課程を置く専修学校を専

門学校ともいう。

　★学校教育法　第 1 条，第 124 条

専任教員　専任教員とは，1 つの大学において

専ら教育研究に従事し，その学校からの給与

により生計を営み，かつ当該法人で専任教員

として発令されている教員をいう。

専任教員数　短期大学設置基準に，専任教員の

数は，別表第 1 に定める数以上とする，と規

定され，その数は学科の種類と短期大学全体

の入学定員とに応じて定められている。さら

に，各々の専任教員数について，その 3 割以

上は教授でなければならないとされている。

　★短期大学設置基準　第 22 条

専門学校　学校教育法に規定された専修学校

で，高等学校卒業程度を入学資格とする専門

課程を置く教育施設は，専門学校と称するこ

とができると規定されている。

専門高校　従来は職業高校と呼称されていた

が，平成 7 年 3 月 8 日付の職業教育の活性

化方策に関する調査研究会議の最終報告の

「スペシャリストへの道」により，今後は専

門高校の呼称を用いたと提言された。また同

時に、専門高校においては、将来のスペシャ

リストとして必要とされる専門性の基礎・基

本の教育に重点を置き、ここで学んだことを

基礎に、卒業後も職場や大学等の教育機関に

おいて継続して教育を受けるなど、生涯にわ

たり専門能力の向上に努めることの重要性が

述べられている。

　★高等学校設置基準　第 5 条，第 6 条

専門職大学院　専門職大学院は、大学院のう

ち、高度専門職業人の養成に目的を特化した

実践的な教育を行う大学院であり、法科大学

院・会計大学院・知的財産大学院・教職大学

院などがある。

ソ

総合学科　総合学科は，普通教育を主とする学

科である普通科，専門教育を主とする学科で

ある専門学科（各専門学科，理数科，英語科

等）に並ぶものとして平成 6 年度に創設さ

れた，普通教育と専門教育とを総合的に行う

セン ソウ



160

学科である。

　総合学科における教育は、将来の職業選択

を視野に入れた自己の進路への自覚を深め

させる学習及び生徒の個性を生かした主体的

な学習を通して学ぶことの楽しさや成就感を

体験させる学習を重視しているのが特色であ

る。

　★高等学校設置基準　第 5 条，第 6 条

卒業　学則に定められた全課程を履修し終える

ことをいい，学校教育法施行規則に，学生の

卒業は教授会の議を経て，学長がこれを定め

ると規定されている。

　また，短期大学設置基準に，修業年限が

2 年の短期大学の卒業要件は，短期大学に

2 年以上在学し 62 単位以上（修業年限が 3

年の短期大学の場合は，3 年以上在学し 93

単位以上）を修得することと定められてい

る。

　★学校教育法施行規則　第 67 条

★短期大学設置基準　第 18 条

卒業証書（Diploma）　学校教育法施行規則によ

り，小学校の全課程を修了したと認められた

者に，校長が与える証書で，短期大学にも準

用されている。

　学生の本籍地，生年月日に関する記載，公

印等の捺印及び位置，文字の配置については，

各短期大学の判断で行われている。

　★学校教育法施行規則　第 28 条，第 72 条

卒業証明書　この証明書に記載される項目は，

本人の氏名，生年月日，卒業した学科，卒業

期日等が一般的であるが，短期大学士の記載

の扱いについては，各短期大学の判断に委ね

られている。

　なお，短期大学士の英文名は，特に規定は

ないが，アメリカの短期大学等で付与されて

いる称号から，Associate Degree とか，An 

Associate in Arts Degree と記載している

ようである。

卒業の時期　学校教育法施行規則で，小学校の

学年は，4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31 日

に終わると規定され，大学にこれを準用する

とされている。これにより卒業の期日は，原

則として 3 月 31 日と考えられるが，学長に

よって行われる卒業認定の効力が発生する日

は，通常，卒業証書の日付とも考えられ，学

籍簿にこの日付を記載している例も多く見ら

れる。また，学年の途中においても，学期の

区分に従い，学生を入学させ及び卒業させる

ことができるとされている。

　★学校教育法施行規則　第 44 条（第 72 条第 2 項）

卒業見込証明書　卒業年次に在学し，当該年度

内に履修する科目の単位を修得した場合，卒

業要件を満たし，卒業の可能性のある学生に

対し発行される証明書をいう。

卒業要件単位数の上限　卒業要件単位の上限

については短期大学設置基準上規定されてい

ないが，単位制の建前からいっておのずから

限界がある。各短期大学で卒業要件単位を定
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める場合には，教育目標とともに，短期大学

設置基準に則って適切な自学自習の時間が確

保されるよう慎重を期すことが望ましいと

され，通常は 2 年制短期大学の場合にはお

おむね 8 単位，3 年制の場合には，おおむね

12 単位までを増加単位の上限とするのが適

当であろうとされている。

タ

退学　学生が卒業する前に学生の身分を失う

ことをいい，願い出による退学と，懲戒によ

る退学と，除籍とがある。①願い出による退

学は，学生の意志により退学願を提出し，許

可を得て退学する場合をいう。②懲戒による

退学は，短期大学の意志・命令による懲戒処

分の退学をいう。③除籍は，在学年限を超え

た学生，休学期間を超えてなお就学できない

学生及び授業料等を納付しない学生に対して

学校が一方的に退学させる事務的な処置をい

う。

　★学校教育法施行規則　第 13 条第 3 項

大学　学校教育法において，学術の中心として，

広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸

を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力

を展開させることを目的とする学校をいう。

　★学校教育法　第 83 条

大学院　学校教育法において，学術の理論及び

応用を教授研究し，その深奥をきわめ，又は

高度の専門性が求められる職業等を担うため

の深い学識及び卓越した能力を培い，文化の

進展に寄与することを目的とし，大学に置か

れるものをいう。

　★学校教育法　第 97 条，第 99 条

大学設置・学校法人審議会　文部科学省に置か

れる審議会の 1 つで，学校教育法，私立学

校法及び私立学校振興助成法によりその権限

に属する事項を調査審議し，必要に応じて文

部科学大臣に建議することができる。文部科

学省は，大学，短期大学の設置の認可を行う

場合には，大学設置・学校法人審議会に諮問

しなければならないことになっている。

　★学校教育法　第 95 条

大学等委託訓練　中高年ホワイトカラー等の再

就職促進のために，大学等を活用した高度な

職業能力開発を図るための委託訓練制度で，

受講者に，起業家を直接補佐する高度人材，

管理職，高度専門職等として必要な職業能力

を習得させ，再就職に結びつけることを目標

としている。

　従来の委託訓練制度は，国及び都道府県が

行う公共職業訓練について，緊急の雇用対策

の展開に当たり機動的に訓練を行う必要が生

じた場合に，その一部を専修学校，事業主，

事業主団体等の民間教育訓練機関に委託し実

施している制度で，新たに設けられた大学等

委託訓練制度は，大学，高等専門学校を委託

先とし，平成 13 年度から実施されている。

　主な訓練対象者は公共職業安定所の求職者

のうち，管理職，比較的高度な専門職・技術

タイ タイ



162

職等としての職業経験を有する者で，①技術

革新等のため本人の知識・技能などが陳腐化

し，企業が求める人材像と能力のずれが生じ，

就職が困難な者，②起業家を直接補佐する高

度人材等を目指す者等，訓練を受講すること

が，再就職を図る上で特に有効と考えられる

者となっている。受講に当たっては公共職業

安定所長の受講指示が必要となる。

　★職業能力開発促進法　第 15 条の 6

　★職業能力開発促進法施行規則　第 11 条

大学入学資格検定　大学入学資格検定は，経済

的に恵まれず，あるいは病気などの事情で高

等学校を卒業できなかった者が，大学入学に

相当する学力を判定する制度であったが，平

成 17 年 4 月より，廃止され，これに変わる

新しい制度として「高等学校卒業程度認定試

験」が実施されることとなった。

大学入学者選抜実施要項　文部科学省が毎年作

成し，各大学・短期大学に通知している大学

入学者選抜の指針である。

　大学入学者選抜実施要項の入学者選抜の基

本は，①大学教育を受けるにふさわしい能力・

適性等を多面的に判断する，②公正かつ妥当

な方法で実施する，③入学者の選抜のために

高等学校の教育を乱すことのないよう配慮す

る，の 3 点である。

大学入試センター試験　大学が個別に行う学力

検査のほか，大学入試センターと協力して行

う学力検査として，平成 2 年度から行われ

ている。短期大学については，平成 16 年度

の入学試験から，参加が認められている。

大学の質の保証　大学の設置に当たっては，国

が設置基準等を基に審査し認可を行ってい

る。この制度は，大学の質の保証の観点から

一定の役割を果たしているが，それは，大学

で行われる教育研究の前提としての枠組みに

ついてのものに過ぎず，教育内容を保証する

ものではない。近年の規制緩和の社会的な流

れを受け，平成 14 年 11 月，学校教育法が

改正され，大学等の設置の条件についても大

幅に緩和された。今後は，大学の質の保証の

あり方としては，国の認証を受けた機関によ

る第三者評価に重点が置かれることになる。

　★学校教育法　第 109 条

大学評価・学位授与機構　生涯学習の機運の高

まりに応じて，高等教育段階の様々な学習の

成果を評価して大学，大学院の修了者と同等

の水準にあると認められる者に対して学位を

授与することを目的に設置された文部科学省

管轄の機関である。

　大学，大学院の修了者と同等の水準にある

者としては文部科学省所管外の大学校（例え

ば，職業訓練大学校，水産大学校，海上保安

大学校）等の卒業者等がある。

　また，短期大学や高等専門学校等を卒業し

た者が，大学の科目等履修生や大学評価・学

位授与機構が認定した短期大学，高等専門学

校の専攻科生として修得した単位を累積して

大学卒業相当の単位を修得した者もこれに該
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当する者となる。

　大学評価・学位授与機構は，これらの者か

ら学位授与の申請を受け，審査並びに試験を

行い，合格した者に学位を授与する。

　学士の学位授与申請に必要な大学卒業相当

の修得単位数は，2 年制短期大学卒業者等に

あっては 2 年以上にわたって 62 単位以上，

3 年制短期大学卒業者等にあっては 1 年以上

にわたって 31 単位以上となっている。

　平成 12 年 2 月，「学位授与機構」を改組し，

現在の「大学評価・学位授与機構」が発足す

ることとなった。これにより，それまで実施

していた学位の授与に関する活動に加えて，

新たに第三者評価を行う大学評価機関とし

て，国公立大学の評価を実施することになっ

た。

　平成 14 年 11 月に学校教育法が改正され，

国の認証を受けた評価機関（認証評価機関）

による第三者評価が義務付けられることに

なったが，大学評価・学位授与機構は，その

認証評価機関のひとつである。

　★国立学校設置法　第 9 条の 4

　★学校教育法　第 104 条第 4 項

★学位規則第 6 条第 1 項の規定に基づく学士の学

位の授与に関する規程（平 4.  1.  14 規程第 5 号）

★短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定に関

する規程

単位　各授業科目の単位数は各短期大学で定め

るとし，1 単位の授業科目は 45 時間の学修

を必要とする内容をもって構成することを標

準とし，授業の方法，教育効果，授業時間外

に必要な学修等を考慮して，講義及び演習に

ついては，15から30時間の範囲で，また実験，

実習及び実技については，30 から 45 時間の

範囲で短期大学が定める時間としている。た

だし，芸術等の分野における個人指導による

実技については，短期大学が定める時間を

もって1単位とすることができるとしている。

　★短期大学設置基準　第 7 条

単位互換制度　単位互換制度とは，短期大学が

教育上有益と認める時は，学生が短期大学の

定めるところにより他の短期大学又は大学に

おいて履修した授業科目について修得した単

位を，当該短期大学における授業科目の履修

により修得したものとみなすことができる制

度をいう。

　修業年限が 2 年の短期大学にあっては 30

単位，修業年限が 3 年の短期大学にあって

は 46 単位（卒業の要件として 62 単位以上

を修得することとする短期大学にあっては

30 単位）を超えない範囲と規定されている。

　さらに，外国の短期大学又は大学に留学し

た場合もこの規定が準用されるが，当該短期

大学における授業科目の履修により修得した

ものとみなされる単位は，短期大学又は大学

以外の教育施設等における学修の認定単位と

国内の単位互換制度による単位とを合わせ

30 単位を超えないものとしている。

　★短期大学設置基準　第 14 条，第 15 条

単位修得（取得）証明書　履修した科目の単位

修得状況を示す証明書で，一般に学業成績は
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記載されない。その様式については法令等の

規定がなく，各短期大学がそれぞれ定めてい

る。

単位制　現在の我が国の学校制度では，小・中

学校が学年制を，高等学校・高等専門学校・

短期大学・大学が単位制を採っている。

　一定水準の学修量を単位として表し，所定

の期間での量的修得を卒業の判定基準とする

方式である。この単位制は，学生個々人の能

力差や興味・関心に応えるべく，最低必要な

学修量を設定し，それを超えるものについて

は，学生の主体性に委ねて教育しようとする

考え方である。

単位認定　各授業科目の単位修得の認定は，

科目担当者の試験等による評価が合格点に

達していることによって原則的に認定され

る。

　短期大学は，1 つの授業科目を履修した学

生に対し，試験の上，単位を与えるものとさ

れ，卒業研究や卒業制作については，短期大

学の定める適切な方法により学修の成果を評

価して単位を与えることができると，短期大

学設置基準で定められている。また，単に試

験に合格するだけでなく，一定時間以上の授

業の出席を単位認定の要件とすることも短期

大学の判断で可能とされている。

　★短期大学設置基準　第 13 条

単位累積加算制度　パートタイムでの履修など

によって修得した単位を累積し，それにより

大学修了者と同等の水準にあると認められる

者について，学位を授与する制度のことをい

うが，まだ制度化されていない。

　現在の大学評価・学位授与機構による学士

の学位授与の仕組みは，短期大学，高等専門

学校の卒業者や大学において相当程度まと

まった教育を受けた者等が，その成果を基礎

にさらに短期大学，高等専門学校の専攻科で

の履修や大学におけるパートタイムでの履

修等により一定の単位を体系的に修得した

場合に，学士の学位を授与する途が開かれて

いる。

短期大学　学校教育法において，深く専門の学

芸を教授研究し，職業又は実際生活に必要な

能力を育成することをおもな目的とする大学

で，修業年限が 2 年又は 3 年のものをいう。

　★学校教育法　第 108 条

短期大学士　短期大学卒業者については，従

来，準学士と称することができることとされ

ていたが，短期大学における教育の発展や学

位についての国際的な動向等を踏まえ，学校

教育法の改正（平成 17 年 7 月）により，平

成 17 年 10 月 1 日から短期大学士の学位が

授与されるようになった。

短期大学評価基準　（財）短期大学基準協会が

行う第三者評価において用いられる評価基準

で，短期大学設置基準を基礎としている。評

価基準は，領域評価，評価項目，評価の観点

という三層構造になっていて，高等教育機関
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として短期大学が有すべき水準について設定

されている。

短期大学又は大学以外の教育施設等における

学修で文部科学大臣が別に定める学修　短期大

学は，教育上有益と認めるときは文部科学大

臣が別に定める学修を当該短期大学における

授業科目の履修とみなして原則として 30 単

位（3 年制短期大学は 46 単位）まで認定す

ることが認められている。これを適用すると

きは，学則にこの旨を規定する必要がある。

文部科学大臣が別に定める学修とは，次のも

のをいう。

　①　大学の専攻科における学修

　②　高等専門学校の課程における学修

③　専修学校の専門課程のうち修業年限が 2

年以上のものにおける学修

④　教育職員免許法第 6 条別表第 3 備考第 4

号の規定により文部科学大臣の認定を受け

て短期大学，大学等が行う講習又は公開講

座における学修

⑤　社会教育法第 9 条の 5 の規定により文

部科学大臣の委嘱を受けて短期大学，大学

その他の教育機関が行う社会教育主事の講

習における学修

⑥　図書館法第 6 条の規定により文部科学

大臣の委嘱を受けて短期大学又は大学が行

う司書及び司書補の講習における学修

⑦　学校図書館法第 5 条第 3 項の規定によ

り文部科学大臣の委嘱を受けて短期大学又

は大学が行う司書教諭の講習における学修

⑧　技能審査の認定に関する規則による文部

科学大臣の認定を受けた技能審査の合格に

係る学修

⑨　アメリカ合衆国の営利を目的としない

法人であるエデュケーショナル・テスティ

ング・サービスが英語の能力を判定するた

めに実施するトフル及びトーイック又は

次に掲げる要件を備えた知識及び技能に

関する審査であってこれらと同等以上の

社会的評価を有するものにおける成果に

係る学修

イ　審査を行うものが国又は民法（明治

29 年法律第 89 号）第 34 条の規定によ

る法人その他の団体であること。

ロ　審査の内容が学校教育法（昭和 22 年

法律第 26 号）第 69 条の 2 第 1 項に規

定する短期大学の目的に照らし適切なも

のであること。

ハ　審査が全国的な規模において，毎年 1

回以上行なわれるものであること。

ニ　審査の実施の方法が適切かつ公正であ

ること。

　②から⑨の学修にあっては，短期大学にお

いて短期大学教育に相当する水準を有すると

認めたものである。

　なお，通信教育を行う短期大学が単位を与

えることのできる学修は上記に加え短期大

学，大学若しくは高等専門学校が行う公開講

座又は地方公共団体，公益法人等が行う事業

における計画的かつ継続的な体育実技の学修

で，短期大学教育に相当する水準を有すると

認めたものである。

　★短期大学通信教育設置基準　第 7 条
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★短期大学設置基準第 15 条第 1 項の規定により，

短期大学が単位を与えることのできる学修を定

める件（平 3.  6.  5 文部省告示第 69 号）

★短期大学通信教育設置基準第 7 条の規定によ

り，通信教育を行う短期大学が単位を与えるこ

とのできる学修を定める件（平 3.  6.  5 文部省

告示第 71 号）

　★短期大学設置基準　第 15 条

チ

地域総合科学科　実際の個々の学科の名称では

なく，従来の学科のように内容を特定分野に

限定せず，地域の多様なニーズに柔軟に応じ

ることを目的とした新しいタイプの学科の総

称。

中央教育審議会　元々，旧文部省に中央教育審

議会が設けられていた。その後，2001 年（平

成 13 年）の中央省庁再編により，旧文部省

の中央教育審議会を母体にしつつ，生涯学習

審議会，理科教育及び産業教育審議会，教育

課程審議会，教育職員養成審議会，大学審議

会，保健体育審議会を統合して発足した。

　中央教育審議会は，次の事務をつかさどっ

ている。

1．�文部科学大臣の諮問に応じて，教育の振

興及び生涯学習の推進を中核とした豊か

な人間性を備えた創造的な人材の育成に

関する重要事項，スポーツの振興に関す

る重要事項を調査審議し，文部科学大臣

に意見を述べること。

2．�文部科学大臣の諮問に応じて生涯学習に

係る機会の調整に関する重要事項を調査

審議し，文部科学大臣又は関係行政機関

の長に意見を述べること。

3．�法律や制令により中央教育審議会の権限

に属させられた事項を処理すること。

昼夜開講制　昼夜開講制とは，同一学科におい

て昼間及び夜間の双方の時間帯において授業

を行う制度をいう。

　★短期大学設置基準　第 12 条

懲戒　懲戒とは，不正や不当な行為に対して制

裁を加えることで，学校が学生に対して行う

場合は，教育上の必要性と心身の発達に応じ

た教育上の配慮が求められる。

　懲戒の種類には，制裁の度合いに応じてい

ろいろあるが，退学，停学及び訓告の処分は

学長が行うとされている。なお，体罰は禁止

されている。

　★学校教育法　第 11 条

　★学校教育法施行規則　第 13 条

長期履修学生　短期大学の定めるところによ

り，学生が修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し，卒業資格を

取得できる制度。職業や家事等に従事しなが

ら自分のライフスタイルに合わせて，柔軟

に履修計画を組むことができる。平成 12 年

11 月の大学審議会答申「グローバル化時代

に求められる高等教育の在り方について」の

中で初めて提言され，平成 14 年 2 月の中央
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教育審議会答申において長期履修学生制度の

導入が決定された。

　答申では，『職業等に従事しながら大学等

で学ぶことを希望する人々の学習機会を一層

拡大する観点から，個人の事情に応じて柔軟

に修業年限を越えて履修を行い学位等を取

得できる新たな仕組みを，各大学等が各々の

判断で導入できることとすることが必要であ

る』として，特に『短期大学においては，地

域に密着して生涯学習機会を幅広く提供する

ことが期待されるところであり，長期履修学

生を積極的に受け入れることが望まれる。例

えば，社会人を含めた地域の学習需要に応え

るために，多様なコースを設定した総合的な

学科等を設け，長期履修学生を積極的に受け

入れることも一つの方法である』と，短期大

学での長期履修学生受け入れについて具体的

に述べている。

　★短期大学設置基準　第 16 条の 2

調査書　調査書とは，一般に指導要録に基づい

て，「学習」「出欠」「特別活動」等について

転記した書類で，内申書ともいわれている。

　短期大学においては，入学者選抜の資料と

して受験生の出身高校のものを提出させてい

る。

　なお，平成 17 年度の入試から，調査書に

おける「健康の状況」欄が廃止された。（16

文科高第 128 号　平成 17 年度大学入学者選

抜実施要項）

ツ

追試験　病気その他やむを得ない理由で定期試

験を受験できなかった学生に対して実施する

試験をいう。受験は診断書など欠席の理由を

証明する書類を添えて願い出させるのが一般

的である。通常，追試験料を納付させる場合

が多い。

通信教育　大学通信教育は，高等教育を広く社

会に開放しようという「開かれた大学」の理

念のもとに始められた教育課程で，学校教育

法に，大学は通信による教育を行うことがで

きる，と規定されている。なお，この規定は

短期大学にも適用される。

　授業は，印刷教材（電子出版物を含む）及

び添削指導により学修をすすめる通信授業

（自宅学習），講義，演習，実験，実習又は実

技による面接授業（スクーリング），新しい

形態での面接授業としての遠隔授業，若しく

は放送その他これに準ずるものの視聴により

学修をすすめる放送授業の併用により行う。

　卒業すれば通学課程と同様の位置付けとな

り，短期大学を卒業した者には準学士の称号

が付与される。

　★学校教育法　第 84 条

　★短期大学通信教育設置基準

★短期大学通信教育設置基準の制定等について

（昭 57.  3.  23 文大技第 109 号）

チヨ ツウ
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テ

ティーチング・アシスタント（TA）　学部学

生などに対して実験・実習・実技の指導やゼ

ミナールの指導などの教育補助業務を行う大

学院学生のこと。大学教育の充実や将来教員・

研究者となる者への教育トレーニング機会の

提供が主な目的である。

停学　停学は，学生に対して一定期間登校を

停止し，授業等の受講権利と共に，学校の施

設設備の利用権利を一時停止するものである

が，学生としての身分（学籍）を失うもので

はない。停学の細目については，内規等で定

めておくことが必要である。また，処分の目

的・性格等から，卒業要件としての在学期間

には停学の期間を算入しないが，最長在学期

間（在学年限）には算入する。ただし，停学

期間が短期間の場合には，教育上の見地から

その実情に合わせて，卒業要件としての在学

期間を延長しないこともあり得る。

　なお，停学期間中の退学は可能であるが，

休学することは停学の趣旨から認めるべきで

はない。停学期間満了に続いて休学すること

は可能である。

定期試験　学年暦に定められた学期末・学年末

の一定期間に行う試験をいう。

テニュア　（Tenure：終身在職権）教員の自由

な教育研究活動を保障するため，終身（定年

まで），当該大学の教員としての身分を保障

する制度である。アメリカでは約 9 割の大

学がテニュア制度を有する。

　また，優秀な人材を適切に確保するため，

任期制等により一定期間，若手研究者が裁量

ある自立した研究者としての経験を積んだ上

で，厳格な審査を実施し，その間の業績や研

究者としての資質・能力が高いと認められた

場合には，任期を付さず，かつ一般に上級の

職を与える仕組みを「テニュア・トラック制

度」という。

転科　同一短期大学内にあって，所属する学科

を変更することである。入学時にはそれぞれ

異なる入学試験を経て学科の所属が決定され

ることが多いことを考慮すれば，一般には正

規のこととしては認め難く，あくまでも例外

的な措置である。

転学　他の短期大学から学年の途中に入学する

ことをいう。

転籍　転科（専攻）あるいは転部のことをいう。

こうした学籍上の異動は，学内規定に従って，

教授会の承認を得て許可されるのが普通であ

る。

転部　転部は，第 1 部（昼間）と第 2 部（夜間）

等の異動をいう。

テイ テン
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ト

ト ー イ ッ ク（TOEIC：Test of English for 

International Communication）アメリカの

ETS（Educational Testing Service）が開発・

作成し，世界の 50 か国以上で実施されてい

る，英語のコミュニケーション能力を測定す

るための世界共通テストである。

　同じ ETS が作成する TOEFL がアメリカ

への大学留学志望者のための英語能力テス

トであるのに対し，TOEIC は様々な分野の，

様々なレベルの人を対象とした英語コミュニ

ケーション能力を測定するためのテストであ

る。

　試験は，Listening と Reading の二つの

セクションにわかれ，2 時間で 200 問に答

える，マークシート方式の一斉客観テストと

なっている。

特別支援教育　障害のある幼児児童生徒の自

立や社会参加に向けた主体的な取組を支援す

るという視点に立ち，幼児児童生徒一人一人

の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高

め，生活や学習上の困難を改善又は克服する

ため，適切な指導及び必要な支援を行うこと。

特別選抜試験　社会人，留学生，海外帰国子女

学生など，大学や短期大学で学ぶ能力があり，

かつその意欲があっても，既に勉学から遠ざ

かっていたり，日本語による一般の入試科目

では，その能力を発揮できない事情や環境に

ある者に，大学入学の機会を与える選抜方法

が，特別選抜である。

特別聴講学生　特別聴講学生とは，単位互換制

度により，学生が他の短期大学等において履

修している場合における当該短期大学等での

身分をいう。

　特別聴講学生を受け入れる場合，その取り

扱いについては，学則等に規定する必要があ

る。

★短期大学設置基準の一部を改正する省令の制定

等について（昭 57.  3.  23 文部事務次官通達文

大技第 108 号）

トフル　（TOEFL：Testing of English as a 

Foreign Language）　アメリカの E T S

（Educational Testing Service）が実施する

英語が母国語でない外国人の英語能力判定の

ためのテストである。

　世界的規模で実施されており，アメリカ

のほとんどの短期大学，大学，大学院は

TOEFL の結果を入学許可の判定基準にして

いる。アメリカの大学に正規留学するために

は，TOEFL を受け，大学側が要求する点数

をとらなければならないが，カナダやオース

トラリアでも要求するところがある。

　試験は，毎月 1 回世界の 170 の地域で同

じ日に行われ，①聴解力，②構文と書く力，

③読解力・語彙，の 3 セクションにわかれ

ている。

トー トフ
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ナ

内申書　⇨　調査書

ニ

ニート　（Not in Employment, Education or 

Training ＝ NEET）直訳すると「就業，就学，

職業訓練のいずれもしていない人」で英国で

名づけられた。

　若年無業者のうち「非求職型および非希望

型」，つまり「就職したいが就職活動してい

ない」または「就職したくない」者としてお

り，日本で「ニート」というと大抵はこの意

味で用いられるのが一般的である。「若年無

業者」を「学校に通学せず，独身で，収入

を伴う仕事をしていない 15 ～ 34 歳の個人」

と定義している。また，ニート人口が増える

と税収面などの問題が生じる可能性がある。

二重学籍   2 つの短期大学又は大学に同時に在

学することをいう。これを禁止する法令上の

規定はなく，各短期大学とも学則でこのよう

な規定を設けているところは，ほとんどな

い。しかし，禁止規定がないからただちに認

められるというものではなく，禁止規定がな

いということは，学生は当然 1 つの短期大

学に専念すべきであって，同時に 2 つの短

期大学に正規の学生として在籍することは

あり得ないし，また，あるべきでないと考え

られる。

日本語能力試験　日本国内及び国外において，

日本語を母語としない者を対象として，日本

語能力を測定し，認定することを目的として

行う試験。

　日本語学習者の増加に対応するため，昭

和 58 年から私費外国人留学生統一試験とは

別に，1 ～ 4 級の級別試験として財団法人日

本国際教育支援協会が毎年 1 回，12 月に実

施している。また，国外試験については国際

交流基金が現地機関の協力を得て実施してい

る。

　なお，平成 14 年度から日本留学のための

新たな試験として「日本留学試験」が開始さ

れたのに伴い，大学入学選考のための試験と

しての役割は終えることになるが，「日本語

能力試験」自体は，本来の目的である基本的

な日本語能力の測定の役割を担うものとし

て，引き続き実施される。

日本留学試験　平成 14 年度から外国人留学生

として我が国の大学（学部）等に入学を希望

する者について，日本語及び基礎学力の評価

を行うことを目的として行う試験。

　独立行政法人日本学生支援機構が文部科学

省，外務省，大学及び国内外の関係機関の協

力を得て実施するもので，原則として，毎年，

6 月及び 11 月の第 3 日曜日が試験日とされ

ている。

　平成 19 年度の第 1 回試験（平成 19 年 6

月 17 日）の実施地は次のとおり。

国内　北海道，宮城県，群馬県，埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川県，石川県

ナイ ニホ
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又は富山県，愛知県，京都府，大阪

府，兵庫県，広島県，岡山県又は広

島県，福岡県及び沖縄県

国外　インド（ニューデリー），インドネ

シア（ジャカルタ及びスラバヤ），

韓国（ソウル及びプサン），シンガ

ポール（シンガポール），スリラン

カ（コロンボ），タイ（バンコク），

台湾（台北），フィリピン（マニ

ラ），ベトナム（ハノイ及びホーチ

ミン），マレイシア（クアラルン

プール），ミャンマー（ヤンゴン），

モンゴル（ウランバートル）及び

ロシア（ウラジオストク）

　出題教科・科目については，理系は日本語，

理科（物理・化学・生物から 2 科目を選択），

数学の 3 教科，文系は日本語，総合科目，

数学の 3 教科があり，この中から大学があ

らかじめ指定する教科を受験する。

　出題言語は，日本語及び英語により出題（日

本語の科目は日本語による出題のみ）される

が，受験者は，出願の際に大学が指定する出

願言語を申告しなければならない。

　なお，本試験の実施にともない私費外国人

留学生統一試験は，平成 13 年 12 月実施の

平成 14 年度試験をもって廃止された。

認証評価機関　様々な第三者評価機関のうち国

の認証を受けた機関を言う。中央教育審議会

答申「大学の質の保証に係る新たなシステム

の構築について」（平成 14 年 8 月）におい

て提言され，学校教育法の中に規定化された。

国は，一定の基準（認証評価基準）を示し，

認証申請のあった機関のうちこの基準を満た

すものを認証することになる。

　短期大学基準協会は，平成 17 年 1 月に認

証評価機関として文部科学大臣の認証を受

け，平成 17 年度から評価を実施することと

なった。

　このほか，現在までに次の評価機関が文部

科学大臣の認証を受けている。

・大学基準協会（平成 16 年 8 月31 日認証）

・財団法人日弁連法務研究財団（平成 16

年 8 月 31 日認証）※法科大学院のみ

・独立行政法人大学評価・学位授与機構

（平成 17 年 1 月 14 日認証）

・財団法人日本高等教育評価機構（平成

17 年 7 月 12 日認証）

　★学校教育法　第 110 条

ハ

博士　学位規則に基づき，大学院博士課程修了

者，及び論文審査に合格し博士課程修了者と

同等以上の学力のある者に与えられる学位で

ある。

バカロレア資格　バカロレア資格は，フランス

共和国におけるリセ（通常，15 歳から 3 年

間）に在学して，一定の科目を履修した上で，

試験を受けることによって取得できる大学入

学資格である。資格の取得者には，バカロレ

ア資格証書が授与される。このバカロレア資

格の取得者で18歳に達したものについては，

ニン ハカ
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日本の大学入学資格を有する者として認め

られている。なお，バカロレア資格の取得者

が入学試験に出願する際の調査書について

は，バカロレア資格試験成績証明書に記載さ

れている成績をもって調査書に代えること

ができる。

★大学入学に関し高等学校を卒業した者と同等

以上の学力があると認められる者の指定（昭

23.  5.  31 文部省告示第 47 号）

フ

ファカルティ・ディベロップメント（FD：Faculty 

Development）　欧米の大学で広く普及して

いる教員の教育内容・方法の改善・向上につ

いて，大学や学部全体で組織的に研究・研

修を推進することをいう。具体的には，学

生による授業評価の導入，新任教員を中心

とした教授法研修会の開催，教員相互の授

業聴講，教授法のマニュアル作成などが行

われている。

復学　休学期間が終了した場合，通常は復学

し，再び就学することになるが，復学できず

に休学を延長したり，そのまま退学すること

もあり得る。ただし，いずれの場合も，本人

の願い出に基づいて教授会の承認を得て学長

が許可するのが一般的である。なお，病気で

休学していた場合には診断書（治癒証明書）

を提出させ，就学できる状態であることを確

認する必要がある。

　復学の時期は，休学期間の設定と同様，単

位の修得，在学年数等に関係するので注意す

る必要がある。

副学長　副学長の設置と職務については，事務

次官通達によると，①必要に応じ，学長の職

務を助けることを任務とする副学長を置きう

ること，②必ず置かなければならない職では

なく，大学運営上の必要性を勘案し，各大学

の判断に基づき置くことができ，その数も 1

人とは限らないこと，③具体的な職務内容に

ついては各大学の学内規程等によって定めら

れること，と述べている。また，副学長はそ

の職務内容から学長，教授等とならぶ独立の

職であるが，特別の事情のある場合には他の

職にあるものを充てることもさしつかえない

とされている。

　★学校教育法　第 92 条

　★（昭 48.  10.  5 事務次官通達文大大第 434 号）

不正行為　定期試験等において学生としての本

分に反する行為を一般にいう。短期大学とし

ては，あらかじめ不正行為の内容について学

生に明示しておく必要がある。不正行為には，

厳正な処分が求められ，懲戒も認められてい

る。処分内容は，不正行為の程度の軽重によ

り異なるが常に教育的な配慮のもとに行われ

るべきである。

フリーター　（Free ＋ Arbeiter：和製英語風

の造語（「フリーランス・アルバイター」の

略称）定職につかないで，アルバイトをやり

ながら気ままに生活しようとする人。

フア フリ
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　フリーターを年齢が 15 ～ 34 歳。アルバ

イト・パートである雇用者で，男性について

は継続就業年数が 1 ～ 5 年未満の者，女性

については未婚で仕事を主にしている者。ま

た，現在無業の者についてもパート，アルバ

イトの仕事を希望する者としているが，一般

的に用いられる場合には，上記よりさらに広

範である場合も多い。

ヘ

別科　別科とは，大学入学資格を有する者に対

して，簡易な程度において特別の技能教育を

施すことを目的とし，修業年限を 1 年以上

とした教育組織で，大学や短期大学に置かれ

るものをいう。なお，高等学校に置かれる別

科は，高等学校入学資格を有する者を対象と

している。

　★学校教育法　第 91 条

★別科に関する申し合わせ（昭 25.  12.  22 大学

設置審議会決定）

編入学　異なる制度の学校から第 1 学年の途

中又は第 2 学年以上に入学することをいう。

編入学を許可される者は，相当年齢に達し，

当該学年に在学する者と同等以上の学力があ

ると認められた者ということになっている。

短期大学卒業者が，大学に編入学した場合は，

大学修業年限から短期大学の修業年限に相当

する年数以下の期間を差し引いた期間を在学

すべき年数とすることができる。

　★学校教育法　第 108 条第 7 項

　★学校教育法施行規則　第 60 条，第 70 条の 7

ホ

保育士　児童福祉法施行令に基づき付与される

厚生労働省管轄の資格。児童福祉施設におい

て児童の保育に従事する者をいう。なお，保

母の名称の見直しが行なわれ，男女共通の名

称として平成 11 年度より「保育士」に変更

となった。

　★児童福祉法施行令　第 13 条，第 22 条

　★児童福祉法施行規則　第 40 条

保健体育科目　授業科目区分の 1 つ。平成 3

年 6 月に短期大学設置基準が改正され，授

業科目の区分を設けなくてもよくなったが，

改正前はこの科目区分の開設が義務付けられ

ていた。

補講　担当教員の都合による休講や臨時休校な

どにより，授業の未消化や授業時間数の不足

を補うために特別に行われる授業をいう。講

義や演習という授業の形態の違いは問わな

い。

募集要項　入学者選抜に当たり，各短期大学等

がその内容等について記載した学生募集に関

するパンフレットをいう。文部科学省の大学

入学者選抜実施要項では，募集要項に次のよ

うな事項の記載を求めている。

①　募集人員，出願要件，選抜期日，選抜方

法，検査場，出願手続，入学検定料その他

ヘツ ホシ
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入学に要する経費等出願に必要な事項を

記載した募集要項を発表する。なお，推薦

入学等を実施する場合には，それぞれの選

抜方法の区分ごとに募集人員等を明記す

る。

　また，入学に要する経費のすべて及びそ

の納入手続等も募集要項に記載する。（こ

れに記載されていない寄付金等の納入を条

件として入学許可を行うことのないように

することとしている。）

②　当該短期大学の学科等の教育を受けるに

ふさわしい者の能力・適性等について具体

的に記載してあること。

③　募集要項は，指定の期日（12 月）まで

に発表する。

ポストドクター　（PostdoctorまたはPostdoctoral） 

博士号（ドクター）を取った後という意味で，

主には博士号取得後の任期付きの職（博士研

究員とも呼ばれる）を指す。また，省略して

ポスドクと呼ばれることが多い。

メ

名誉教授　大学に学長，副学長，教授，准教授

又は講師として長年勤務した者で，教育上又

は学術上特に功績のあった者に対し，当該大

学の内規により大学が贈る栄誉的な称号で，

退職後に授与されることが多い。

　★学校教育法　第 106 条

ヤ

夜間学科　専ら夜間に授業を行う学科をいう。

勤労学生を主な対象としているが，昼間の学

科に入学できなかった者が入学する場合も多

い。昼間に授業を行う学科を昼間部又は第 1

部というのに対して，夜間部又は第 2 部と

呼ぶ学校もある。

リ

リカレント教育　高度で専門的，かつ体系的な

社会人再教育のことをいう。

履修証明制度　履修証明の制度上の位置づけを

明確化することにより，各大学等における社

会人等に対する多様なニーズに応じた体系的

な教育，学習機会の提供を促進することを趣

旨としている。

履修登録　学生に履修する授業科目を登録させ

ることをいう。一般に学年（学期）の始めに

登録させ，当該授業科目の受講学生数等を把

握し，授業の運営や履修指導などに役立てて

いる。

　なお，短期大学は，学生が 1 年間又は 1

学期に登録することができる単位数の上限を

定めるよう努力することとなっている。

　★短期大学設置基準　第 13 条の 2

リメディアル教育　補習授業を総称してリメ

ホス リメ
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ディアル教育という。大学進学者が多様化

し，大学教育の基礎として必要な科目を高校

で履修していない学生への対応策として，特

に，英語，数学，物理等の科目で実施されて

いる。

留学　主として外国の教育機関で勉学するこ

とをいう。従来，留学は，短期大学等を卒業

した後に行う場合が一般的であったが，平成

3 年 6 月の短期大学設置基準の改正により，

留学を含めた場合の単位互換による単位認定

が 30 単位までに増加されたため，在学中に

留学しても，修学年数を延長することなく卒

業できる可能性が高まった。

　★短期大学設置基準　第 14 条第 2 項

寮　⇨　寄宿舎

臨時的定員（臨定）　18 才人口の急増・急減期

の調節を図るために採られた政策である。本

来平成 11 年度で解消すべきものであるが，

様々な影響に対する考慮の結果，平成 16 年

度までの 5 年間で段階的に解消していく一

方で，平成 11 度の規模の 5 割程度の恒常的

定員化を認めることとなった。

リユ
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AO（Admission Office）　⇨　
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ALO（Accreditation Liaison Officer）　⇨

エー・エル・オー

Accreditation　⇨　アクレディテーション

Associate Degree　⇨　短期大学士 , 卒業証明

C
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Curriculum　⇨　カリキュラム

D

Diploma　⇨　卒業証書

F

FD　（Faculty Development）　⇨　

ファカルティ・ディベロップメント

G
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グレード・ポイント・アベレージ

I
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O

Orientation　⇨　オリエンテーション
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SD（Staff Development）　⇨　

スタッフ・ディベロップメント

T

TA　⇨　ティーチング・アシスタント

TOEFL（Testing of English as a Foreign 

Language）　⇨　トフル

TOEIC（Test of English for International 

Communication）　⇨　トーイック

A T
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